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技術支配を狙う中国の野望への対抗
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インド太平洋防衛フォーラムは、インド
太平洋地域の軍関係者に国際的な公共

討論の場を提供する目的で、米インド太

平洋軍司令官が四半期ごとに発行して

いる軍事専門誌です。本誌に記載されて

いる意見は、当軍または米国政府の他

の機関の方針や見解を表明するもので

はありません。特に記載のない限り、記

事はすべて FORUM スタッフが著述して

います。国防総省長官は本誌の出版が、

規約条項にしたがった国防総省の必要

に応じた公共事業を行うために必要不

可欠であると判断しました。 
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読者の皆様、

インド太平洋防衛フォ
ーラムの情報共有に
関するエディション

へようこそ。
インド太平洋地域におい

て、従来型の戦闘、テロ対策、
多国籍活動、安定化活動、人道
支援、災害救援、本土防衛など
活動内容の如何に関わらず、 
軍事・安全保障機関と国際的 
パートナーとが情報を正確かつ

効果的に共有できるようにしておくことは、この地域の安全保障と 
復興力に欠かせません。 

各地域のリーダーは、潜在する脅威や地域内での非道な行いに対処
すべく、同盟国やパートナーとの信頼関係を発展・維持することの 
重要性を広め、国内外での日常的な諜報活動や情報共有の重要性が 
重要視される文化への転換を促さなければなりません。  

FORUM の本号では、情報共有の様々な応用について深く追求して
います。1 つの記事では、インド太平洋早期警報システムがどのよう
にして、差し迫った異常気象の情報を提供し、命を救い、経済的損害
を削減しているかが詳しく述べられています。また別の記事では、 
インド米国間で地域での情報共有を可能にする新しい安全保障の協定を
分析しています。さらに、オーストラリア陸軍の第1部隊の司令官の
ジェイク・エルウッド（Jake Ellwood）少将から、インド太平洋に 
おける最も効果的な協力と情報共有について少将自身の展望をお話し
頂いています。

また本号において、中華人民共和国の一帯一路計画の高圧的な 
アプローチに対抗すべく、同盟国とパートナーが共に監視、洞察、 
実践することの重要性について、アラブ首長国連邦国立防衛大学 
の教授であるモハン・マリク（Mohan Malik）博士にご意見を伺 
っています。一方、フィリピンの退役軍人ダニロ・パモナグ（Danilo 
Pamonag)中将から、イスラム国に触発された過激派に対抗すべく、 
2017 年にマラウィで行われた軍事作戦で学んだ教訓を共有していただ
いています。 

本書が情報共有活動の発展に寄与することを願っております。ご意見
をお待ちしております。FORUM スタッフ（ipdf@ipdefenseforum.com）
宛に皆様のご意見やご感想をお寄せください。

インド太平洋の行方IPDF

インド太平洋防衛フォーラム
プログラムマネージャー、 

本社： USINDOPACOM Box 64013
Camp H.M. Smith, HI 96861 USA

ipdefenseforum.com
電子メール：

ipdf@ipdefenseforum.com

アメリカインド太平洋軍 
（USINDOPACOM）リーダー 

フィリップ S. ダビッドソン 
（PHILIP S. DAVIDSON）

米国海軍、大将
司令官

マイケル・A・ミニハン 
（MICHAEL A. MINIHAN）

米国陸軍、中将
副司令官

ステファン・T・ケーラー 
（STEPHEN T. KOEHLER）

米国海軍、少将
作戦担当ディレクター{2/}

プログラム 
オフィサー

クリスティアン・C・ニコラス
（CHRISTIAN C. NICOLAS）

米軍、少佐
IPD FORUMマネージャー

フィリップ・S・デービッドソン（P. S. DAVIDSON）
米国海軍、大将
米インド太平洋軍司令官

よろしくお願いいたします。
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モハン・マリク（MOHAN MALIK）博士はアラブ首長国連
邦国立防衛大学の戦略研究の教授である。中国とアジア 
の地政学と核問題に関心を持ち、研鑽を積んだ中国研究科
でもある同氏は、かつてダニエル・K・イノウエ（Daniel 
K. Inouye）アジア太平洋安全保障研究センターで安全保
障研究の教授を務めていた。またこれより前には、 
オーストラリアのディーキン大学の大学院防衛研究 
プログラムの責任者を務める。オーストラリア国立大学 

にて国際関係論の博士号を取得し、講義や著書も出している。同博士の 
直近の著書には「China and India Great Power Rivals, Religious Radicalism 
and Security in South Asia」や「Dragon on Terrorism:Assessing China’s Tactical 
Gains and Strategic Losses Post-September 11」がある。18 ページに掲載

アラティ・シュロフ（ARATI SHROFF）は、米国国務省
の外交官であり、ウナ・チャップマン・コックス（Una 
Chapman Cox）とイースト・ウエスト・センター（East-
West Center）の特別研究員である。新興ハイテク産業に
おける中国の対米投資の発展状況の調査に従事しており、
産業界、学界、政府と協力して、将来の世界経済成長を 
牽引すると期待されるハイテク分野に対する中国の野心 
の意味を研究する。最近では、上海にある米国領事館に 

おいて、上級政策立案者と協同で、中国のマクロ経済状況、金融セクター、
および外国投資環境に関する米国の優先事項をすすめる任務に就いてい
る。また同氏は、これまでに米国国務省の南・中央アジア局や 
クウェートの米国大使館に勤務した。28 ページに掲載

寄稿者IPDF

ジェイク・エルウッド（JAKE ELLWOOD）少将は、2018 年
12 月にオーストラリア陸軍の第1師団／共同展開作戦部隊
本部の司令官に就任する。同氏は、1990 年にダントルー
ン王立陸軍士官学校を卒業し、オーストラリア陸軍歩兵隊
に入隊した。イラクや東ティモールでは戦場の指揮をと
り、アフガニスタンでは作戦部長などを務めた。高い学位
と司令官として多くの勲章を持っており、2018 年 5 月には
少将に昇格され、現在の地位に就くまでに陸軍の副長官を

務めた。2019 年、連合国軍司令本部参謀長、陸軍経歴管理局局長を経
て、オーストラリア勲章を受章。50 ページに掲載

ダト・アヌアル・ビン・ハジ・アリアス（DATO ANUAR BIN 
HJ ALIAS）第一司令官は、1981 年に王立マレーシア海軍に
入隊する。同氏は、38 年の在任期間の中で、海軍特殊部
隊司令部の司令官や参謀長など、マレーシア海軍の 
主要特殊部隊であるパスカン・カース・ラウト（PASKAL）
においていくつもの役職を歴任してきた。1998 年の 
国連アンゴラ任務における同氏の体験は 映画「PASKAL」
で再現され、2018年 9 月にリリースされた。この映画

は 2019 年 3 月 Netflix で公開された。同氏は、2019 年 4 月に太平洋地域
特別作戦会議がハワイのホノルルで開催された際にフォーラム誌の 
インタビューに答えてくれました。58ページに掲載

アプリストアで 
 「FORUM」をぜひ 
検索してください！
時間や場所を問わず、携帯電話 
で FORUM コンテンツに 

アクセスしていただけます！

インド太平洋防衛フォーラム 
では、インド太平洋地域の軍事・
安保問題関連記事が毎日新しく 
更新されます。

アプリストアから無料でダウンロード 
できるアプリおよびウェブサイト 
 「www.ipdefenseforum.com」で、 
広範なオンラインコンテンツをご
覧いただけるようになりました。

米インド太平洋軍司令部がお届 
けする FORUM は、反テロから 
国際協力や自然災害に至るまで、
地域全体の安全保障に対する取 
り組みに影響を及ぼすテーマ 
について、思慮深い議論を活発にし、 
健全な意見交換を促進することを
目的としています。 

App StoreまたはGoogle Play Storeで
「ForumNews」を検索して、無料の
FORUMアプリをダウンロードしてく
ださい。

アプリ、Facebook、Twitter で 
FORUM をフォローしてください
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インドネシア

地域全体の展望IPDF

米国が特殊部隊との関係正常化に動く
米国は 1990 年代に人権侵害のために 
制限されていたインドネシアの特殊部隊と
の関係を改善することを検討している。
当時の米国国防長官パトリック・シャナ
ハン（Patrick Shanahan）氏は 2019 年 
5 月にインドネシアの関係者と会談した。

シャナハン氏の前任者ジム・マティス
 （Jim Mattis）氏が 2018 年にジャカルタ
を訪問した際、マティス氏が米国の 
接触制限緩和の助けになることを期待
していたとインドネシア側はいう。 
米国は 2010 年に、コパサス（Kopassus）
と呼ばれるインドネシアの特殊部隊と
アメリカ軍の接触に対する全面禁止を
解除したことを発表した。コパサス 
については、独立を準備した 
東ティモールでの活動に批判が起きた。
 （写真：2018 年 8 月にインドネシアの
ジャカルタで開催されるアジア競技大会
を前に行われた対テロ訓練に参加する
コパサス部隊）その後、コパサスとの
接触が暫定レベルを超えないよう法的
な規制がなされたと米国当局者は述 
べている。 

インドネシアとその他の ５ つの東
南アジア諸国は 2018 年に、イスラム過
激派との戦いおよび安全保障上の脅威
に関する協力の改善を目的とした 
 「アワ・アイズ（Our Eyes）」情報協定を

開始させた。世界でも最も大きなイス
ラム教徒多数派国であるインドネシア
は、近年、中東の過激派組織 「イスラ
ム国」 に触発された自国の改革主義者
の復興阻止に苦戦している。 

シャナハン氏とインドネシアのあ
るリャミザルド・リャクドゥ 
 （Ryamizard Ryacudu）氏は会談後の 
共同声明で、米国は 2020 年にコパサス部隊
との関係を正常化し、共同演習を行 
うことを検討していると述べた。 
 「両省は、来年の軍対軍演習の拡大を 
支持するとともに、2020 年からコパサス 

部隊との合同演習訓練で陸軍特殊部隊の
関係を正常化することについて確認し
た」と声明で述べた。 

米国国防総省のスポークスマンで
あるデイブ・イーストバーン（Dave 
Eastburn）中佐は、訓練の計画はまだ
初期段階にあるが、約四週間から六週
間で、約 150 人が参加するだろうと 
コメントしている。「計画はまだ始まっ
たばかりですが、最初に人質救助、 
人権の保護などのトピックが盛り込まれ
ています。」とイーストバーン氏は語
っている。ロイター

ベトナムとドイツは、2019 年 6 月に、 
防衛協力協定の締結に向けた協議を進 
めていた。

オンライン・ニュース雑誌のディプロマット 
 （The Diplomat）誌によると、二国間の覚書は、
次官級の防衛政策対話メカニズムを構築し、両国
間での情報共有が容易となり、軍事医学、人材育
成、平和維持活動などの防衛分野についての継続
的な協力がさらに深まるとのことである。
さらに軍事関係を強化するためのもう一つの 

動きとして、両国はハノイに常駐する国防担当大
使館員の派遣を目指している。2019 年 5 月に、 
パートナーシップの枠組みについて、ハノイで初め
て欧州連合・ベトナム合同委員会メンバーの会合
が開催された。彼らは過去 30 年間にベトナムと 
欧州連合との関係を調査し、代表団の交流、安全
保障と防衛、貿易投資、科学技術、クリーン・ 
エネルギー、並びに、林業や漁業を含む農業に 
ついて、二国間の協力関係を深めたいとの希望を
強調した。FORUMスタッフ

ベトナムとドイツ、 
より緊密な防衛関係を模索

6 IPD  FORUM  FORUM 

ベトナム
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インド進行する 
米国の防衛 
技術の移転協定
インドと米国は、防衛技術の移転とインド軍への数
十億ドル規模の投資を可能にする産業安全保障協定
の締結を予定している。

インドは、過去 10 年間で米国から 150 億米ドル 
以上に相当する武器を購入した。インドはロシア由来
の軍隊からの脱却を目指しており、ヘリコプター、
武装ドローン、戦闘機の現地生産についてより大規
模なインドの構想について協議している。戦闘機を
現地で製造するための技術移転やその他の合弁事業
を可能にするため、米国は機密情報と技術の保護に
対する保証を求めていた。

米国はいくつかの国と協定を結んでいるが、インド
が他国とこのような協定を締結したのは初である。
米国企業のロッキード・マーティン社とボーイング社
は、インド空軍に 114 機の戦闘機を供給し、老朽化
した MiG21 戦闘機の艦隊と取って代わるために、 
推定 150 億米ドル以上の取引を競い合っている。 
航空機の製造は、高価な輸入品を削減し、国内産業
を発展させるために、ナレンドラ・モディ 
 （Narendra Modi）首相の 「インド産」 の一環とし
て、インド国内で行う必要がある。（写真：米空軍
の F-16 戦闘機。インドのバンガロールで開催された
航空ショー 「エアロ・インド（Aero India）」 期間
の駐機場にて。）

インドは重い腰を上げ、2016 年に両国が互いの
軍事基地にアクセスできるようにする協定に署名
し、翌 2018 年にはセキュリティの高い軍事通信に 
関する協定にも署名した。地理空間情報の共有に 
関する第三の協定はまだ初期段階にある。これらは
すべて、軍事協力の緊密化と情報共有の強化を目的
とした基本協定である。ロイター

シンガポール

インターポール
が地域の現場 
責任者を指名

シ
ンガポール警察の警察官 1 名が、現在インター
ポールの新たな地域テロ対策部隊(RCTN)のリ
ーダーであると、2019 年 7 月に ザ・ストレー
ツ・タイムズ(The Straits Times)が報じた。
同警察官の階級と名前は 公表されていない

が、インド太平洋地域の警察部隊と協力し、
テロ活動に関する情報共有を強化することになる。 
インターポールの警察業務担当エグゼクティブディレクタ

ーであるティム・モリス（Tim Morris）氏は「現地のことは 
現地の警察官が最も熟知している。」と述べたと、ザ・ストレ
ーツ・タイムズは報じている。「インターポールは、その専門
性、知識、経験をもって地域内のテロ対策を支援するだけでな
く、欧州、西アフリカや東アフリカ、さらには中南米および 
メキシコなど、世界中の他の地域にどのように影響するか 
 （解明するため）に活用されなければならない。」
インターポールは国際犯罪に対抗すべく、加盟国 194 ヵ国の

警察が情報共有して協力し合うことを可能にしている。犯罪や
犯罪者に関する情報が含まれた 17 の警察データベースが管理さ
れ、各国からリアルタイムでのアクセスが可能となっている。
インターポールが RCTN の開催地としてシンガポールを選

んだのは、シンガポールがこの地域の重要な安全保障拠点だか
らだとモリス氏は説明した。
インターポールには、東アフリカと西アフリカで活動する

同様の部隊がいる。シンガポールの拠点は、そのシンガポール
警察のリーダーを含む 6 人の警察官で始まる予定である。 
部隊の隊員はテロリズムとの戦いについて、それぞれ異なる 
スキルをもたらしてくれるとザ・ストレーツ・タイムズは報じる。

 「インターポールは、世界中の警察が共に効果的にテロと 
戦うには、このようなネットワークが重要だと考えている。」
とモリス氏はいう。FORUM スタッフ

AFP/GETTY画像

ロイター
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テロリスト最新情報
IPDF

立ち上がるための 

団結
インドとスリランカがテロ対策を強化
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インドのナレンドラ・モディ（Narendra Modi）首
相は2019 年 6 月、イースターの自爆テロで犠牲と
なった250 人以上のスリランカ人に敬意を表し、
テロとの闘うための協力を強化することでスリラ
ンカの指導者たちと合意した。モディ首相は、再
選後初の海外訪問であるモルディブとスリランカ

で、インドの「近隣優先」政策を強調した。
スリランカでの公式会談に先立ち、コロンボにある聖アンソニー教

会（2019 年 4 月 21 日に爆撃機が標的とした 3 つの教会のうちの 1 つ）
を訪問し、攻撃で亡くなった方々を追悼した。3 つの教会と 3 軒の高級
ホテルでの爆破事件では 258 人が命を落とした。自爆テロはスリランカ
経済にも深刻な打撃を与え、このインド洋の島国の重要な観光産業がひ
ときわ大きな打撃を被った。「スリランカは必ず再度立ち上がると自信
を持っています。スリランカの精神は卑怯者の行いによる脅威に屈しま
せん。インドはスリランカの人々と共にあります。」と教会を訪れた後
に、モディ首相はツイートした。
同ツイートには、首相がカトリック教会の司祭と話しあう様子や、攻

撃の被害者と教会の改修工事の画像に見入ってる様子の写真が投稿され
ていた。教会の改修工事はスリランカ海軍が完了した。 
イスラム国に忠誠を誓っていたイスラム過激派組織のナショナル・ソ

ーウィード・ジャマト（National Thowheed Jammath）によって行われ
た攻撃について、イスラム国は犯行声明を出した。
モディ首相は、スリランカのマイトリーパーラ・シリセーナ 

 （Maithripala Sirisena）前大統領と二国間関係や地域の安全保障、平和と
安定について会談を行った。「スリランカとインドは共にテロの犠牲者
であり、両首脳は、あらゆる形態のテロを非難し、この重要な 
分野における協力を強化することを決定した。」とスリランカ大統領府
は声明で述べた。
モディ首相はまた帰国の途につく前に、当時野党の党首であった 

マヒンダ・ラージャパクサ（Mahinda Rajapaksa）氏や少数民族の 
タミル人指導者らとも会談した。2014年に初めて首相に就任して以来、
モディ首相は南アジア地域の「近隣優先」政策を強調し、インドの経済 
成\長の恩恵を近隣諸国が優先的に得られることを約束してきました。
インドにとって、スリランカや近隣のモルディブが、インド洋地域

での影響力の拡大を目論む中華人民共和国（PRC）に傾倒しつつあるこ
とを懸念してきた。モディ首相は、スリランカ訪問に先立ちモルディ
ブを訪問したが、モルディブでは同国のイブラヒム・モハメド・ソリ
（Ibrahim Mohamed Solih）新大統領は前任者の親中政策から脱却し、イ
ンドとのより緊密な連携を約束した。
スリランカの世界で最も往来の多い東西航路の近くには、中国企業

が建設した港がある。しかし、この港を 2017 年から 99 年にわたって中
国に貸し出すことによって、建設費返済の免除を受けている。中国は、
中国の領海からペルシャ湾まで伸びる一連の港を計画しており、スリ
ランカの港はこの計画の一環である。2019 年 3 月、中国はスリランカ
に 9 億 8900 万米ドルの貸付を行い、同国の茶の産地である中央部と南
部沿岸の中国海港を結ぶ高速道路を建設することに合意した。 
中国のスリランカにおける影響力を背景に、インド洋地域を自国の戦略
的裏庭と考える隣国インドには緊張が高まっている。
スリランカ政府はアジアの巨大国家の間で均衡を保とうとしている。

同港が中国の軍事拠点として利用されるのではないかという懸念を和ら
げるために、スリランカ当局者は同港の安全はスリランカ政府によって
管理されると繰り返し述べている。インドは、スリランカの住宅や大学
建設資金の資金を援助するほか、無料の救急車サービスも提供している
が、これらの援助は中国の影響を相殺するためと考えられる。また、イ
ンドはスリランカでの鉄道輸送と水関連プロジェクトの開発にも融資を
行っている。AP 通信社

2019 年 4 月の爆破攻撃に狙われたスリランカの 3 つの教会の1つ、聖セバス
チャン教会の外で、祝福の祈りを捧げる聖職者。ロイター
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開かれた 
  通信網

インドと米国の間の
セキュア通信 ・
互換性協定 
により 
提携国が地域の安全を強化

FORUM スタッフ
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2
019 年 4 月、インド洋上空で米印海
軍の哨戒機が合同飛行し、下では
米駆の誘導ミサイル駆逐艦が離岸し
た。2018 年にセキュア通信・互換性
協定に署名して以来初めて、軍事提
携国は共同で対潜水艦戦の演習を行
い、過去に問題となった通信の障壁

はもはや問題ではなくなった。
2018 年 9 月に調印された画期的な通信互換性

保護協定（COMCASA）により、インド軍と 
米軍との間の作戦調整が強化された。中国が海軍
艦隊を拡大し、インド洋への進出を頻繁に行う
ようになると、提携国は、通信互換性保護協定
により、シームレスに通信し、地域の安全を守
ることができるようになる。

両国の高官は、この合意が防衛提携の成熟を
示すものであることを認めた。 

当時の米国防長官代行パトリック・シャナハ
ン（Patrick Shanahan）は、2019 年 6 月、シンガ
ポールのシャングリラ会合で演説し、「米印防
衛関係はこの 10 年間で大幅に強化され、インド
は今や主要な防衛提携国となっている」と述べ
た。「我々は、軍事関与の範囲、複雑さや頻度
を増やし、今年後半に初の 3 軍演習を行う。」

通信互換性保護協定が調印されるまで、米国
はインドに販売する軍事プラットフォームから
高度通信機器を撤去しなければならなかった。
もう 1 つの障害は、米国は、共同演習中にインド
の航空機や船舶に一時的なシステムを設置し、
両軍が通信できるようにする必要があったこと
だと、オンラインのニュース雑誌ディプロマッ
トは伝えている。しかし、2019 年 4 月の演習で
は、両海軍のP8哨戒機がインド洋を哨戒し、 
米国海軍の誘導ミサイル駆逐艦スプルーアンス 
 （USS Spruance）も訓練に参加した。米国海軍が
発表したところによると、この演習は対潜水艦戦
の訓練、航空機と船舶の情報共有と調整を目的と
してディエゴ・ガルシア島付近で行われた。

スプルーアンスの指揮官である米国海軍の 
マシュー・シュミット（Matthew Smidt）司令官
は、軍事提携国インドについて、「我々は彼ら
の海上哨戒・偵察機（MPRA）の専門性と能力
に大いに感銘を受けた」と述べた。「この演習
は素晴らしい経験と機会であり、私たちはそこ
から学び技術を磨いた。」

何年にもわたる交渉
ディプロマットによると、インド政府は戦略的
自治の維持に引き続き熱心に取り組んでいるこ
ともあり、デリーが 2016 年に米国との物流交換
覚書に調印するまでには、十数年にわたる交渉
を要したという。国家間で通信互換性保護協定
の交渉が行われた際、インドのナレンドラ・ 
モディ（Narendra Modi）政権は、標準協定に対
しいくつかの修正と条件を主張した。

協定は 10 年間有効だが、6 ヵ月前に予告すれ
ば解除できる。また、米国は協定が有効な間、
暗号化された通信システムを停止することはで
きず、インドのプラットフォームから取得した
データをインドの同意なしに第三者と共有する
ことはできないとしている。インドと中国との
国境問題の対立が、インドの通信互換性保護協
定に対する姿勢の転換点となったとの報告が少
なくとも1件はある。米印防衛協力の緊密化がも
たらす利益の実例となった。

2017 年 6 月、中国軍は建設用車両と道路建
設用の機器を装備して、北はチベットのチュン
ビ渓谷、東はブータンのハ渓谷、西はインドの
シッキム州に接するドクラムまで、道路を南に
拡張しようとしていた。ドクラムは、1961 年
からブータンが領有権を主張しているが、中国
も領有権を主張している。2017 年 6 月 18 日、
中国軍の道路建設を阻止するため、武器と2機

左から、ジム・マティス米国防長官、マイク・パンペオ米国務長
官、当時のスシュマ・スワラージインド外相、当時のニルマラ・
シタラマンインド国防相が、2018 年にセキュア通信・互換性協定
に署名する前に、ニューデリーで会談を行う。AFP/GETTY IMAGES
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のブルドーザーを装備した約 270 人の 
インド軍がドクラムに到着した。10 日間の
対抗の後、両国は軍隊を撤退させたと 
発表した。

インドの英字紙エコノミック・タイ 
ムズに掲載された記事は、この事件が 
通信互換性保護協定の価値に対するインド
の見方に変化をもたらしたと指摘 
している。

この協定の調印は、インド海軍の海 
事意識を高めることにもなる。米国の 
艦船や航空機が脅威を検知すると、米国
海軍から暗号化されたデータを送信するこ
とで、その地域のインド海軍艦艇と瞬時
に通信できるようになると、ニューデリ
ー・テレビジョン社は報告している。 
通信互換性保護協定の一環として、インド
海軍の資産に汎世界連合情報交換システ
ム（CENTRIX）が搭載されている。 
米国は、汎世界連合情報交換システムを
世界中の戦闘部隊コマンドをサポートする
機密連合ネットワークの集合体と説明 
している。

この協定の価値は、迅速なデータ 
共有だけではない。2019 年 6 月の ザ・
タイムズ・オブ・インド紙の報道による
と、インド政府は 30 機の兵器化された 
遠隔操縦航空機を米国から購入する計画を 

最終決定したという。このシーガーディアン機 
は、MQ-9B スカイガーディアン 
の海事改造型で、時速 300 キロで飛行
し、14 時間飛行し、基地から 1,800 キロ
も離れたところで偵察や哨戒の任務を 
遂行することができる。シーガーディアン
は画像を管制室に送信し、管制室は 
双方向データ・リンクを使って航空機 
を操縦する。

航空機の追加販売も計画している。 
2015 年、インド海軍は P-8I ネプチューン 
機の初の戦隊をデビューさせた。 
この対潜水艦戦航空機は、米国海軍が使用 
している P-8A ポセイドンの派生型である。 
2019 年 4 月、米国は MH-60R シーホーク
潜水艦探知ヘリコプター 24 機をインド 
に約 2900 億円（26 億米ドル）で売却 
することを承認した。このヘリコプターは、 
巡洋艦、駆逐艦、フリゲート艦、航空母艦
から操作するよう設計されており、 
対水上戦や対潜水艦戦の能力を高める。 
シーホークは、潜水艦の探知だけでなく 
船舶の無力化や海上での捜索救助活動も 
可能である。

インドは、通信互換性保護協定の締結
以前にも、米国から C-17 グローブマスタ
ーII航空機や AH-64 アパッチ攻撃ヘリコプ
ターを購入している。

「通信互換性保護協定は、米国との関係強
化に向けた歴史的な一歩」 

—当時のニルマラ・シタラマンインド国防相

AP 通
信



13IPD FORUMFORUM

中国潜水艦隊の増強
中国は現在、核攻撃を行うことができる
ミサイル潜水艦部隊を保有しており、 
陸上の核兵器が攻撃された場合のより 
信頼性の高い二次攻撃能力を有している。
米国防総省は 2018 年 8 月に発表した報告
書の中で、中国軍は、中国の潜水艦艦隊
を「実行可能（viable）な」海上配備の 
核抑止力に拡大したと述べた。

米国防総省の報告によると、中国は 
すでにこの地域最大の海軍艦隊を保有して
おり、潜水艦の保有数を拡大し続けている。
現在は、弾道ミサイル搭載原子力潜水艦 
4 隻、原子力攻撃潜水艦5隻、ディーゼル動
力攻撃潜水艦 47 隻が稼働している。 
2020年までに、この戦力は 69 から 78 隻の
潜水艦にまで拡大する可能性が高い。 

2019 年、インドの報道機関は、中国が
インド洋で頻繁に潜水艦を哨戒しているこ
とにインド海軍当局者が懸念を強めてい 
ると伝えた。このような活動について初
めて公に言及されたのは、2013 年に中国
が、アデン湾の海賊対策任務を遂行する 
ために、核攻撃型潜水艦が1隻インド洋を航
行していることを認めたときであった。 
さらに 2018 年には、中国が資金提供した
スリランカのコロンボ港に中国の潜水艦が 
二度寄港した。

インドは、西はパキスタン、北はヒマラヤ
によって封鎖されており、石油の 80% 
をインド洋から輸入し、貿易の 95%を海上
輸送することを余儀なくされているため、
特に海上貿易に依存している。貿易は 
インドの GDP の 55%を占めている。中国は
貿易が GDP の 60%近くを占め、その貿易
の 85%を海上輸送に依存している。また、
中国の石油輸入の 80%はマラッカ海峡を経

由している。「このように、両国は潜在的
な封鎖に対する自国の脆弱性を非常に懸念
しており、潜水艦は封鎖の鍵となる」と 
雑誌ナショナル・インタレストは報じた。

課題への対応
航行の自由と領土権が保護される自由で開 
かれたインド太平洋を維持するためには、
軍事提携国間の作戦調整を強化することが 
重要である。アジアン・ニュース・インタ 
ーナショナルの報道によると、当時のインド
国防相ニルマラ・シタラマン（Nirmala 
Sitharaman）はこの点を強調し、「通信互
換性保護協定は、米国との関係強化に向け
た歴史的な一歩である」と述べた。

米国のケネス・ジュスター（Kenneth 
Juster）駐インド大使によると、両国関係
は、テロ対策、貿易、エネルギーなど他の
重要分野でも拡大している。大使は、2019
年 6 月、グレーター・ヒューストンのイン
ドーアメリカ商工会議所で、米印関係は 
 「世界のあらゆる二国間関係と同じように 
幅広く、複雑で、実質的に豊かである」と
述べた。インド最大の通信社であるプレス 
・トラスト・オブ・インドの報道による
と、大使は「それは国際問題のあらゆる 
範囲を網羅している」と述べた。

ジュスター大使によると、米国の企業
もインドの提携先と協力してインドで防衛
装備品を製造しているという。

「国防に必要なソフトウェアや統合 
ネットワークも有している」と大使は語っ
た。「画期的な通信互換性保護協定を含む
インド軍と米軍間の協力・防衛協定は、 
軍同士の相互運用性を高め、インドが米国
の最高クラスのソフトウェアやシステム 
を利用できるようにしている。」  o

左インドは遠隔操
縦航空機シーガー
ディアンを 30 機
米国から購入する
予定。 
ジェネラル・アトミックス・
エアロノーティカル

2019 年 4 月に、
米国海軍の P-8A ポ
セイドン哨戒機が
インド海軍と共に
潜水艦探知演習に
参加。
一等兵曹ブライアン・ニゲ

ル／米国海軍
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期の暴風雨警報、大規模避難、軍と民間の
救援機関の適切な連携により、インド太平
洋地域全体で死者数が大幅に減少してお

り、人道支援や災害救援の専門家は、警報の継続的
な使用が不可欠だと述べている。

この地域で最近避難が成功し、多くの政府が能力を
見直し、深刻な気象、洪水、干ばつのリスク分析や予
報ツールに関連した欠陥に対処するようになった。

現地の気象学者が全国的に、また国境を越えて予報
を向上させるために活動するにつれて、災害が起こり
やすい地域では、より強力な調整とコミュニケーション
のメカニズムが盛んになっている。過去 10 年間、インド
太平洋地域全体で災害リスク軽減のための早期警報 
システムの必要性と利用がますます高まっている。 

サイクロン、地震、洪水、猛暑などの異常気象の 
影響を人口増加、都市化、環境破壊などがさらに悪化
させている。このような状況下では、早期警報システ
ムの改善、組織的な災害救援、リスク軽減がこれまで
以上に重要となる。

早期警報システム（EWS）は、統合通信システム
を使用して、地域社会が危険な天候に備えるのを支援
する。国連防災機関が 2019 年 5 月 13 日～17 日に開催し
た防災グローバル・プラットフォーム会合のコンセン
サスによると、このシステムは、人命や雇用、土地、
インフラを救い、長期的な持続可能性を支えている。
このシステムは、公務員や行政官による災害対策にも
役立つ。 

国連とその提携国は、世界中の脆弱な地域に革新 
的な早期警報システムを導入する活動をしてきた。 
例えばカンボジアでは、国連がアフリカ・アジアの地域
自然災害防災総合システム（RIMES）と連携して、 
環境情報をより多くの人々に提供することを目指している。
地域自然災害防災総合システムは、バングラデシュ、
カンボジア、コモロ、インド、ラオス、モルジブ、 
モンゴル、パプアニューギニア、フィリピン、セイシェル、
スリランカ、東ティモールの 12 の加盟国によって 
運営されている国際的な政府間機関である。地域自然

災害防災総合システムの加盟国は、毎日の天気予報や
地震・津波警報を地域の人々に知らせる。

同様に、ユネスコの政府間海洋学委員会（IOC） 
の津波プログラムは、津波リスクを評価し、早期警報
システムを実施し、地域社会に防災対策について教育し
ている。政府間海洋学委員会は、インド洋に 150 以上
の広帯域地震計と 100 以上の海面観測所を持ち、早期
警報システムのデータをほぼリアルタイムで処理して
いる。

カンボジアの早期警報システムに関する国連の報
告書によると、早期警報システムの目的は、「リアル
タイムで天候及び環境データを監視し、有害な傾向を
検出し、影響の可能性を確実に予測する」ことだとい
う。「効果的な早期警報システムは、自然災害や異常
気象への迅速な対応と、リスク情報に基づいた開発計
画を可能にする。」

東南アジアは低地で海岸線が長く、この地域が 
増加する異常気象条件に対し更に脆弱になっている。
国連によると、例えばカンボジアでは、2013 年には年間 

早
FORUM スタッフ

早期警報システムは自然災害時のリスク低減において 
ますます重要な役割を果たす

サイクロン・ファニの暗い雲
がスリランカのコロンボを通
過し、嵐がインドとバングラ
デシュに向かう。 AP 通信
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170 万人以上が洪水の被害を受けた。2016 年までに 
その数は 250 万人以上に増えた。

国連のアントニオ・グテーレス（Antonio Guterres）
事務総長は 2018 年 9 月に「その影響は破壊的であり、
通常、嵐、洪水、干ばつ、山火事、海面上昇などの 
被害を最初に最も酷く受けるのは最も貧しく最も弱い
立場にある人々である」と述べた。  

災害リスク軽減のための政府間機関であるアジア防災 
センターは 2019 年 1 月、国境を越えた早期警報システム 
のネットワークを構築し、近隣諸国に気象データを入力、
より多くの人々に早期警報のための情報を提供 
していると発表した。インドとネパールの国境をまたぐ
コミュニティを考えてみよう。全インド災害軽減研究所 
 （AIDMI）が 2019 年 1 月に発表した報告書「アジアの
越境早期警報システム（TB-EWS）」によると、 
これらの地域は洪水の早期警報がないために貧困に陥

っている。報告書によると、国境を越えた洪水 
による死者 10 人のうち3人は、早期警報の遅れや、 
警報の存在しないことが原因だった。南アジアの 
ハザードプロファイルをみると、越境的なハザード 
が増加している。   

コシ川とナラヤニ／ガンダキ川流域は、歴史的に
インド・ネパール国境地域で洪水を引き起こす。地元
では水害の歴史から「ビハールの悲しみ」と呼ばれて
いる。全インド災害軽減研究所によると、上流のネパ
ールの水文気象局と下流のインドのビハール州の 
コミュニティが最近協力して、人間中心の越境早期警報
システムを開発した。 

 「コミュニティ間のコミュニケーションは、越境早期 
警報システムの効果的かつ機能的な役割を果たして 
きた。この取り組みはまた、組織的なコミュニティ・
ベースの災害リスク軽減を通じて、リスクのある 
コミュニティに回復力を付け、越境早期警報システムに
参加させることにより、国境を越えたハイレベルの協調
と警戒をもたらすことを示した。」

全インド災害軽減研究所の報告によると、同じ災害
に見舞われた国境を越えたコミュニティを結ぶための
取り組みも進められているという。同報告は、「ここ

2019 年 5 月 3 日、コルカタのオフィスにて、サイクロン・ファニを
監視するインド気象局地球科学システム機関の科学者デバプリヤ・
ロイ。ロイター

2019 年 5 月、サイクロン・ファニに先立ってコルカタとオリッサ間
の列車が運休した後、インドの鉄道駅内で休む立ち往生した 
乗客。ロイター
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数年、越境早期警報システムの強化に向けた取り組み
は比較的進展しているが、これらの教訓を生かすこと
は、私たちの前進に重要だ」としている。「越境早期
警報システムと回復力構築イニシアティブの段階的な
結びつきは拡大しており、過去数年の間にいくつかの
良い教訓が生まれている。」

2019 年 5 月に、インドの最も貧しい州に過去最大の
嵐が襲いかかったとき、そのような良い教訓の 1 つが
インドとバングラデシュで起きた。2019 年 5 月 3 日、
サイクロン「ファニ（Fani）」がインド沿岸地域に大
被害をもたらし、その後バングラデシュに移動した。 

航空便が欠航になり、列車も運休したため、住民を
安全な場所に移動させるのは困難であることは分かって 
いたが、オリッサ州政府当局は真正面からこの状況 
に取り組んだ。

オリッサ州当局は、43,000 人のボランティアと
1,000 人近くの緊急作業員を動員した。彼らはテレビコ
マーシャルや海岸のサイレン、バス、警察官、 
場内アナウンスシステムを通じて、簡単で明瞭な言葉で
 「サイクロンが近づいている。避難所に行け」と警告 
を発し、260 万通のテキストメッセージを送ったと
ザ・ニューヨーク・タイムズ 紙は伝えている。 

オリッサ州政府は彼らの予測に基づいて 120 万人を
避難させることに成功した。死者は 64 人だった。

元海軍士官で、研究機関オブザーバー研究財団の
海事政策イニシアチブの長を務めるアビジット・シン 
 （Abhijit Singh）氏は ザ・ニューヨーク・タイムズに
対し、「このような組織の効率性を期待する人はほと
んどいなかっただろう」と述べた。「大成功だ。」 

バングラデシュも 100 万人以上を避難所に避難さ
せた。

20 年前、大規模なサイクロンが同じ地域を襲い、
村々を破壊し何千人もの人々が死亡した。死者の一部
は、彼らが住んでいた場所から数キロ離れた嵐の後の
瓦礫の中で発見されたとタイムズは報じた。 

惨状とその映像は、オリッサ州当局に強烈な印象を
残した。

 「私たちはこれについてとても真剣に取り組んでい
る。命が失われることはあってはならない」と、2019
年 5 月の避難作戦を指揮した同州の特別救援委員であ
るビシュヌパダ・セティ（Bishnupada Sethi）氏は 
タイムズに語った。「これは1日や1ヵ月の仕事ではなく
20年の仕事である。」

1999 年の大型サイクロンの後、インド政府は沿岸に
数百のサイクロン避難所を建設し、時間と嵐の試練に
耐えてきた。

 「このような場合、政府は通常機能不全に陥ってい
るが、総動員は非常に見事だった。」元海軍士官シン
氏はザ・ニューヨーク・タイムズに語った。「3、4 日
で 100 万人を避難させ、避難所だけでなく食料を提供
することは、この短期間では大きな成果だ。」

オリッサには、人々に知らせるコミュニティ伝達
システムと 450 ヵ所のサイクロン避難所のネットワー

クがあり、それぞれの施設の保守委員会では、若者た
ちが捜索・救助、救急医療、サイクロン警告などの 
訓練を受けていると、世界銀行の災害リスク管理 
スペシャリスト主任のディーパック・シン（Deepak 
Singh）氏は述べた。氏は、世界銀行が早期警報を最後の
1 キロまで伝えるための情報の作成に協力したと述べた。
このシステムは過去12年間、オリッサで使われてきた
という。

ディーパック・シン氏によると、オリッサは 
地理的に脆弱なため、2年に1度このような周期を経験
するという。これほど多くの災害が発生したことで、 
オリッサ政府は早期警報システムを学習し改善する 
機会が増え、コミュニティはこのような嵐による 
人命損失ゼロを目指して努力している。 

「小さなサイクロンや津波は大きなサイクロンや
津波への対処法を教えてくる」と、オリッサ州政府
のクルダ地区の職員であるクリシャン・クマー 
 （Krishan Kumar）氏は ザ・ ニューヨーク・タイムズ
に語り、オリッサ政府が 2019 年 5 月に無事に避難さ
せたことは知識が蓄積されていることを示している
と言った。「過去の経験から学ばなければ、溺れて
しまうだろう。」  o

2019 年 5 月、サイクロン・ファニが通り過ぎた後、東インドの 
オリッサ州のプリで本を乾かす少女。
AFP/GETTY 画像
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海洋制覇の野望を抱く

中国

中国の領土拡大主義の抑制と主権に対
する脅威の削減を目的として協力体制

の強化を図る諸国
モハン・マリク（MOHAN MALIK）博士

対策

FORUM イラスト
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019 年 4 月、米インド太平洋軍（USINDOPACOM）
司令官のフィリップ・S・デービッドソン（Philip S. 
Davidson）大将は、中華人民共和国（中国）が 
南シナ海に秘密軍事基地や人工島を建設するなどして 

軍事を拡張し、同海域を事実上支配していると証言した。
デービッドソン大将は米国上院軍事委員会（SASC）の公聴 
会で、「要するに、現在中国は米国に戦争をしかけないま
でも、考えられるあらゆる状況下で南シナ海を支配できる
能力がある」と述べている。

過去 20 年の間、中国人民解放軍海軍（PLAN）は習
近平（Xi Jinping）中国主席が目指す「最強の海軍国と
しての正当かつ歴史的な中国の地位」の回復に向けて
継続的な努力を重ねている。

中国人民解放軍海軍が東アジア大陸部の沿岸から
南シナ海を囲むようにして北上するいわゆる「第一
列島線」に含まれる主要な諸島の軍事化を進める一
方で、中国政府は日本（伊豆諸島）を起点として 
太平洋のマリアナ諸島とミクロネシア連邦に至る戦略
的な「第二列島線」における小さな島嶼国の買収に
取り組んでいる。2020 年までに、中国は世界最大の
海軍艦隊と潜水艦隊を有する国になると予測されて
いる。世界の主要な50港湾のほぼ 3 分の2は、中国が
所有しているか、同政府からの投資を受けている。
中国は商業的・戦略的な目的で沖合の軍事力を強化
するために景気よく用地や基地の買収を続け、民間
治安部隊や非戦闘員部隊を配置し、そして海上交通
輸送路とチョークポイントに沿って戦略的に位置す
る諸国に兵器を提供している。

ますます進化する中国政府の海
洋戦略は、工業化と国内経済成長
を促進するための天然資源と製造
品を投入する海外市場、そして 
この両方を利用かつ保護するための
前方基地の発掘が主な推進力と 
なっている。中国の壮大な野望に
匹敵するほどの勢力は他に存在しな
い。南シナ海とその資源のほぼ 
90％を独り占めすることへの主張
は、同国にとってはほんの序の口かもしれない。 
最近では、中国は自国を「北極近隣国」と称し、 
共有されるべき北極圏の資源を「人類運命共同体」
と表現している。

中国の二大洋戦略
19 世紀の地政学思想家であるハルフォード・マッキン
ダー（Halford Mackinder）と海洋戦略家のアルフレッ
ド・セイヤー・マハン（Alfred Thayer Mahan）に触発
された習主席が推進する一帯一路（OBOR）政策にと
って、同国の海洋戦略は不可欠な要素となる。一帯一路
政策は資源・市場管理の確保を目的として、ユーラシア大陸
全域に陸上輸送路と貿易回廊を構築し、港湾を繋ぐ 
ネットワークの開発を目指すものである。中国人民 
解放軍海軍の二大洋戦略における論理的な頂点に当 
たるのが海上ネットワークの構築である。

中国は太平洋を支配し、インド洋の常駐勢力にな
ることを目指している。たとえば、中国人民解放軍海

2
2019 年 5 月に編隊
航行する日米印比
の海軍艦船。自由
で開かれたインド
太平洋の防衛を 
目的として、新たな
多国間安保協力網
が出現。
ロイター
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軍の尹卓（Yin Zhuo）退役少将は、「空母打撃群を
西太平洋に2隊、インド洋に2隊」配備することを目
的として「少なくとも 5、6 隻の航空母艦」の建造を
提唱していた。 

新疆ウイグル自治区とパキスタンのグワダル港
を繋ぐ鉄道とパイプラインおよび中国雲南省の昆明
とビルマのチャウピューを結ぶ鉄道とパイプライン
を、中国政府は一帯一路政策における最も重要な
2 大静脈と位置付けている。これにより、同国政府は
インド洋への経路を手中に収め、マラッカ海峡経由
の貿易とエネルギー資源の移動に伴うリスクを克服
できる。中国の遠海防衛教義に基づき、マラッカ 
海峡の戦略的脆弱性を誤魔化すために、多くの 
中国人民解放軍海軍戦略家はパキスタンとビルマを 
 「中国の西海岸」と見なしている。

中国政府はまた、自国沿岸から遠く離れた地点で
水陸両用作戦を遂行することを目的として、中国海軍

オーストラリア：安保提携国の拡大
 「『無用の産物』しか生み出さないプロジェクトにより、 
太平洋島嶼国を『借金地獄』に陥れる」中国に対する 
懸念を表明した豪政府は、中国政府がソロモン諸島、 
パプアニューギニア（PNG）、オーストラリアを結ぶ 
光海底ケーブルの敷設、パプアニューギニアとバヌアツで
の海軍基地建設、フィジーの軍基地であるブラック 
ロックキャンプ（Blackrock Peacekeeping Humanitarian Assistance 
and Disaster Relief Camp）の開発事業を提案した際、先制措置 
を講じてこれを阻止している。オーストラリアはまた、
インフラ融資と助成金に 2,180 億円相当（21 億 8,000 万 
米ドル）を割り当てることで、同地域の島嶼国への援助 
と外交関係を強化した。米豪は共同でパプアニューギニア
のマヌス島にあるロンブラム海軍基地を再開発している。
（海軍共同演習と哨戒活動を通した）フランス、 
インド、インドネシア、日本、フィリピン、英国、 
ベトナムとの海洋協力の機会も増加している。

欧州連合：中国が構築するネットワークへの対抗
中国が海上勢力拡大と「経済飛地」帝国設立を企んでい
ることで、国際法を擁護するため、かつて欧州で 
帝国海軍の名を馳せたフランスと英国の目がアジア地域 
に向くことになった。特に今回は、以前の植民地 
 （オーストラリア、インド、マレーシア、ベトナム）が 
この動きを支援している。2018 年、（ハンガリーを除

優れた

「一帯一路」
代替案 

中国

パプアニューギニア大学（UPNG）の校舎開校式でスコット・モリ
ソン（Scott Morrison）豪首相を抱擁するパプアニューギニアの
女性。2018 年 11 月にパプアニューギニアのポートモレスビーで
開催されたアジア太平洋経済協力（APEC）首脳会議以来、オース
トラリアはパプアニューギニアに支援を提供している。ロイター

一帯一路政策における失敗プロジェクト

1.	 シエラレオネ：空港建設プロジェクトの中止
2.	 ハンガリー＆セルビア：不確実な高速鉄道建設
3.	 モンテネグロ：モンテネグロとセルビアを結ぶ道路建設
が未完成

4.	 ジブチ：中国資金する空港プロジェクトの中止
5.	 ケニア：ナイロビにおける東アフリカ鉄道の建設を中国
が中止

6.	 タンザニア：バガモヨ港に関して再交渉中
7.	 ジンバブエ：中国がソーラープロジェクトへの資金提供
を撤回

8.	 カザフスタン：2,000 億円（20 億米ドル）規模のライトレ
ール（軽量軌道交通）事業が停止

9.	 キルギスタン：中国とウズベキスタンを結ぶ鉄道の路線変更
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遠征軍を構築している。明らかに中国は、中国とアジ
ア、アフリカ、欧州を結ぶ港湾、鉄道、沿岸都市の回
廊構築を約束する海路開発提案に地理的に沿う諸国に
対して、経済成長と軍事安保に関しては中国に目を向
けるべきであるという意図を伝え、中国政府の影響範囲
拡大政策を邪魔する国は容赦しないというメッセー 
ジを送りたいようだ。

中国「投資の罠」の魅力
サプライチェーン地政学に関する要素が重大な駆け引
きとして浮上しているところを見ると、主要諸国は 
インド太平洋地域における重要な産業、技術、商業の 
中心点を感化することを狙って競っているようである。
貿易と商業においては、大半の国は片方の側に 
付くことなく、相手諸国に万遍なく関与する。ほとんどの
新興経済国がそうであるように、工場、学校、道路、
港湾の建設を望む国にとっては、中国が提供する資本と

く）欧州連合の駐中大使 28 人中 27 人が、「環境または労
働に関する国際基準」への非準拠を理由に、自由貿易を
妨げ、中国国営企業のみに不公平なメリットをもたらす
として一帯一路政策に対する非難の声を上げた。中国主
導の枠組「16 + 1」（中国、チェコ共和国、ハンガリー、
セルビアなどの中東欧諸国が関与する 
首脳会議）に代表されるように、欧州連合は欧州連合の 
結束と地域の団結を弱体化させる「分断統治」が中国政
府の狙いであると批判している。南欧州と中央欧州の国
（オーストリア、ギリシャ、ハンガリー、イタリア、ポ
ルトガル、セルビアなど）を一帯一路政策の 
軌道に誘い込む中国政府の計画が注目に値するほど成功 
を収めていることで、貿易と技術に関する危惧と戦略地
政学的な懸念の拡大に対処するため、欧州連合は 
中国に対するより厳しい姿勢を取るようになった。 
欧州連合が初めて中国を「経済的競合国」および 
 「代替の統治モデルの検討要因となる体制上のライバル」 
と呼んだのは 2019 年 3 月のことである。欧州連合は 
 「欧州・アジアの持続可能な連結強化計画」を提案 
している。これは、投資家を対象に33 兆 3,000 億 
円相当（3,000 億ユーロ/約 3,330 億米ドル）の投資を求
め、2021 年から 2027 年にかけてインフラプロジェクトを
構築することを目的とするものである。

インド：「アクトイースト」と「ルックイー
スト」政策による安全な成長計画
アジアにおける中国の仇敵とも言えるインド
は、2017 年 5 月と 2019 年 4 月に開催された一帯一路 
フォーラムの両方をボイコットした唯一の大国である。 
インドが当初から一帯一路プロジェクトの実行可能性と
持続可能性に対して感じていた懸念の多くが正当化され
ただけでなく、他国からも一帯一路批判が発生したこと
で、インド政府は胸をなでおろしたところである。過去
数年にわたり、ビルマ、マレーシア、モルディブ、パキ
スタン、シエラレオネ、スリランカ、タイなどの諸国が
中国企業との取引を撤廃する、または 
契約内容を再交渉するという事態が発生している。 
 「中国・パキスタン経済回廊（中パ経済回廊/CPEC）」 
のプロジェクトは地域紛争が発生しているカシミールを
通過することで、インドの主権と領土保全の維持が損な
われるとして、インドは中パ経済回廊に対する 
懸念を表明しているが、中国政府が同懸念に対応する 
ことを拒否したことで、インド政府は引き続き同計画に 
断固として反対する姿勢を示している。しかし、インド 
は（インド、ビルマ、タイを結ぶ高速道路、カラダン・
マルチモーダル運輸交通プロジェクト/ KMTTP、バングラ
デシュとビルマの港湾により）インド、ビルマ、タイを
結ぶ東西回廊を支援している。西部では、インド 
はイランのチャバハールを経由してアフガニスタンとの
貿易と輸送（鉄道と港湾）回廊を建設している。報じら
れたところでは、インドは「平和、繁栄、安全 

アジアにおける中国の仇敵とも
言えるインドは、2017 年 5 月と
2019 年 4 月に開催された一帯一路
フォーラムを両方共ボイコット 
した唯一の大国である。
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10.	パキスタン：「借金地獄」を回避するため中パ経済回廊
プロジェクトを再交渉

11.	パキスタン：中国がディアマーバシャダムの共同プロジ
ェクトから撤退

12.	スリランカ＆モルディブ：債務により不安定化
13.	スリランカ：ハンバントタ港の港湾運営権を中国に貸し出し
14.	ネパール：ブヒガンダキ水力発電所建設プロジェクトの
契約解除

15.	バングラデシュ：バングラデシュが中国との港湾プロジ
ェクト契約を棚上げして日本に委託

16.	ビルマ：チャウピュー港プロジェクトを 7,500 億円相当 
 （75 億米ドル）縮小

17.	ビルマ：ダウェイの製油所プロジェクトの中止
18.	タイ：高速鉄道建設の慢性的な遅延
19.	マレーシア：2 兆 3,000 億円（230 億米ドル）規模プロジェ
クトの再評価

22 ページに続く

 （「優れた中国『一帯一路』代替案」の続き）
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工学は魅力的である。また、中国の強力な経済力によ
り、小国は大国同士を競らせることで自国が有利とな
るように取引を誘導する機会が得られる。紛争で崩壊
している独裁政権には世界的な大手金融機関から融資
を受けることが難しいが、それでも中国は援助と投資
の手を差し伸べてくれる。

多くの場合、国家機関と企業の権威主義が融合し 
た中国は、民主主義国が対抗できないような手段で 
資金を調達することができる。資金力のある中国国営企
業（SOE）は中国の銀行や他の政府機関を後ろ盾 
とすることで、環境、労働、人権に関する懸念を払拭
できるだけでなく、意図的とは言え、建設期間の延長
やコスト増加に繋がる他の国際基準を回避することが 
可能となる。サウスチャイナ・モーニング・ポスト 
 （South China Morning Post）紙が 2019 年 4 月に報じたと 
ころでは、2013 年から 2018 年までの間に中国企業は
一帯一路政策に関わる諸国に 9 兆円（900 億米ドル） 
以上を投資している。アジアとアフリカにおけるインフラ
開発に対する多大な需要を考慮すれ
ば、一帯一路政策が意図する連結強化
目標は、都合の良いことに地域の連結
計画と一致していると考えられる。 
中国の国営通信社である新華社通信 
によると、2019 年 4 月の時点で、中国 
は 125 ヵ国および 29 社の国際機関と
173 件に上る協力協定を締結している。

インフラ外交により、自国の強みを
活かすことができ、同時にユーラシア
大陸の再編と人民元の国際化という目
標達成が推進される。新興のインフラ
網における必然的な門番役として地域
に入り込む中国政府は、諸国家を自国
の軌道内に誘導し、こうした地域と 
米国との同盟関係を希薄化させることを 
企んでいる。一帯一路プロジェクトが
完了すれば、資源の入手経路を得た 
中国は過剰生産能力を輸出し、戦略的
存在感を確立して権力を投影できるよ
うになる。

巻き添え被害
経済成長を望む多くの諸国が中国政府に目を向けてい
るが、これを「新植民地主義外交」として認識し、同
政府の政策に不快感を示す国も増えている。多くの場
合、同国による融資案件は、融資先国が債務や借用証書
に苛まれ、中国による長期的な管理や支配という形態
の戦略的な罠に落ちることで幕が閉じられる。18 世紀
から 19 世紀にかけて、欧州の工業大国が資源、市場、 
基地を求めてアジア、アフリカ、ラテンアメリカを 
植民地化したように、海外の資源、市場、基地および
重商主義を追求する中国は、今やアジア、アフリカ、
ラテンアメリカの弱小国の主権と独立性を阻む大きな
問題となっている。一部の一帯一路プロジェクトは 
紛争領土・海域にまたがっており、これにより領土 
の保全と主権が損なわれる。

多くのインフラプロジェクトの推進力となっている

に対する責任はインド洋諸国が負うべき」として、 
東アフリカから東南アジアという広範な近隣諸国に対し 
て 2 兆 5,000 億円相当（250億米ドル）から 3 兆円相当 
 （300 億米ドル）の信用貸しと助成金の提供を約束し、 
 「地域全体の安保と成長」プロジェクトにより、港湾を繋
ぐ中国のネットワーク開発事業に代わる構想を提供して
いる。これは、習主席が提唱する「アジア人のためのア
ジア」という無意味な美辞麗句に対するナレンドラ・モ
ディ（Narendra Modi）印首相の反発であるだけでなく、イ
ンド洋地域でかつてインドが有していた貿易経路と文化
的繋がりを復活させる試みでもある。軍事面では、 
中国政府が海上ネットワーク拡大に取り組んでいることで、
インドは3つの戦略、すなわちインドネシア、イラン、 
マダガスカル、モーリシャス、オマーン、レユニオン、
セイシェルにおける基地をインド海軍が特権的に利用で
きるようにすることでインド洋の防衛を強化する、東シ
ナ海と南シナ海で共同海軍演習を実施する、野心的に海
軍展開を開始する（2030 年までに航空母艦 3 隻と攻撃型
潜水艦24隻を含め、海軍の艦艇を 138 隻から 212 隻に 
増加する）という戦略を発表した。中国人民解放軍海軍
がインド洋を南下するのに伴い、インド海軍はますます
東の太平洋に目を向けるようになってきた。中国政府が
周辺海域で勢力拡大を続ける中、インドは中国を挑発す
ることなく、均衡の取れた姿勢で、志を同じくする日米
などの諸国との協力体制構築に取り組んでいる。

インドネシア：グローバル海洋支点
マレーシアのマハティール・ビン・モハマド（Mahathir 
Mohamad）首相が「新植民地主義」として中国の一帯一路 
政策を批判したことで、これが未だ収まらない南シナ 
海の領有権紛争と相まって、東南アジア地域で海洋に対 
する注意が喚起された。最近行われたインドネシア大統領 
選挙活動で中国融資プロジェクトを軽視する素振りを 
見せたジョコ・ウィドド大統領は、今後は中国の侵略や
違法漁業に対するナトゥナ諸島周辺の防衛を強化しなが
らも、開発事業について中国資本を受け入れるという 
現在の姿勢は崩さないと考えられる。中国の海洋進出に 
対抗するため、インドネシア政府は典型的なインド太平洋 
国家としての自国の地理的位置を活用して、自国を 

インドネシアのジャカルタで、貿易と投資の促進を目的とし
た経済連携協定に署名するインドネシアのエンガルティアス
ト・ルキタ（Enggartiasto Lukita）商業相（右）とオースト
ラリアのサイモン・バーミンガム（Simon Birmingham） 
貿易・観光・投資相。ロイター

 （21 ページ「優れた中国『一帯一路』代替案」の続き）
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のは、戦略的拠点の獲得に焦点を当てる中国の地政学
的目標である。これは健全な経済学と呼べるものでは
ない。多くの場合、これでは事業による利益は発生 
せず、多額の負債を抱え込んだ相手国を圧倒する「無用
の産物」が生み出されるだけとなる。債務額が多額で
あるほど、中国はより強い立場で、相手国の土地や資
源、港湾や空港の独占的所有権や利用権の譲渡を交渉
できるようになる。

また、中国の国営企業は戦略的に立地する諸国で 
中国の労働力と技術を用いてプロジェクトを構成する
だけでなく、人民幣/人民元で中国の国立銀行から借
り入れ、4％から 6％という高金利で相手国に融資し 
た資金を米ドルで返済することを要求する。海外の 
利益、資産、国民、プロジェクトの権力を保護すること
を目的として、中国政府は頻繁に海外拠点（50 年〜99
年の賃貸期間で 75％〜85％の持ち株比率）を探索し 
ている。スリランカとジブチの事例のように、中国の
経済的支配により相手国は港湾、空港、重要インフラ

といった戦略的資産の主権を喪失する。たとえば、 
中国企業の UDG 社は、99 年を賃貸期間として 20％近く 
に及ぶカンボジア沿岸を管理下に置いている。これを
受け、ギャレス・エヴァンス（Gareth Evans）元豪外
相はカンボジアを「中国企業の完全子会社」と表現し
た。パキスタンとケニアの例を見れば分かるように、
多くの場合、債務の増加により、借金国は中国の融資
額を返済するために国際通貨基金（IMF）に財政支援
を求めざるを得なくなる。要するに、ビルマ、ケニ

 「グローバル海洋支点」とする計画を提案している。 
中国がインド洋東部での海上勢力拡大を続ける中、 
中国人民解放軍海軍がスンダ海峡を抜けて東インド洋で 
異例の海軍演習を実施した 2014 年に結成されたインドネ 
シア、オーストラリア、インド三国間の海洋協力体制に
より、こうした諸国はより活発な役割を果たせるよう 
になる。中国人民解放軍海軍の勢力拡大に対する懸念に
より、インドネシア政府とインド政府はサバンの 
港湾開発プロジェクトで手を結ぶことになった。 

日本：アジア・アフリカ成長回廊の推進
中国が自国の海外投資を誇大宣伝しているにも関わら
ず、依然として日本は主要なインフラ開発推進体および
大規模な国際的債権者としての地位を維持している。中
国の一帯一路政策に対抗するため、日本はアジア開発銀
行（ADB）と連携し、今後5 年間で総額約 1,100 億米ドル
（13 兆円規模）の「質の高いインフラ投資」を非常に低
金利（中国の金利 4％〜6％に対して 
1％〜2％）でアジア地域に提供する「質の高いインフラ 
パートナーシップ」を発表している。また、東南ア 
ジアと南アジアへの中国の南北鉄道と競合するため、日
本はベトナムからビルマまでの東西回廊構築への援助と
投資を増やしている。重要なこととして、国際協力機構
（JICA）がバングラデシュ、ビルマ、ジブチ、 
ケニア、インド、マダガスカル、モザンビーク、オマー 
ンの港湾開発に資金提供を行っていることが挙げられる。 
紅海では、中国の基地が稼働を開始するかなり前から、 
日本はジブチ自衛隊基地を設置している。第二次 
世界大戦後の日本にとって、これは初めての本格的 
な海外拠点となる。日本政府はまた、インドとの先進的
な貿易提携による「アジア・アフリカ成長回廊」を 
発表している。さらに、日本はオーストラリア、インド、

2018 年 10 月に東京で開催された日本・メコン地域諸国首脳会
議の前に、ビルマのアウンサンスーチー（Aung San Suu Kyi）
国家顧問を歓迎する安倍晋三首相。日本とビルマの他にメコン
川流域諸国 4 ヵ国の首脳陣が参加した同首脳会議では、同地域
における連結と良質なインフラプロジェクトを推進する新たな
指針が採択された。  ロイター

26 ページに続く26 ページに続く

中国の融資により、中国政府の管理下にある企業が運営する
1,400 億円（14 億米ドル）規模のスリランカ「コロンボ港湾都市 
 （Colombo Port City）」プロジェクト。対抗策として、コロンボ南
港を共同開発するために日本とインドが連携。整備される東コンテ
ナターミナルはスリランカの所有・管理下となり、中国よりもスリ
ランカにとって有利な融資条件が提示されている。 AFP/GETTY IMAGES

 （「優れた中国『一帯一路』代替案」の続き）
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習主席が 100 兆円（1兆米ドル）規模の一帯一路政策を継続
的に推進する中、地域的にも国際的にも同計画に対する懸
念の声がますます高まっている。不審なプロジェクトによ
り多額の債務を負う諸国が増えていることで、一帯一路政
策は世界の安保と経済構造を破壊するための中国共産党の
一戦略に過ぎないのではないかと懸念を表明するアナリス
トが増加している。東アジアから太平洋島嶼国、そして西

アフリカからラテンアメリカに至るまでの多くの諸国でプ
ロジェクトの失敗が続いている。 
特に南アジアと東南アジアにおける一帯一路プロジェクト
では、投資に対する利益が得られなかったことで、政治的 
関係さえも損なわれたという事例がある。実際、多くのプ
ロジェクトは財政的に実現不可能であるだけでなく、こう
した開発計画により発展途上諸国は債務を負う羽目に陥っ
ている。さらに、信頼性という点で、中国による誓約と実
際の貢献度、および中国が主張する動機と実際の行動との
間にギャップが存在する。ほとんどの場合、中国は自国の
安保と軍事的野心に関連するプロジェクトを優先する傾向
があり、一帯一路政策の恩恵を最大限に享受できる立場に
あるのは中国のみで、相手国には経済的・政治的な不安定
化がもたらされる。

数百兆円をかけた 
中国の無意味な政策： 
一帯一路

イタリア

インド

スリランカ

パキスタン

トルクメニスタン

ギリシャ

オランダ

ウズベキスタン

カザフスタン

エジプト

ケニア

タジキスタン

キルギスタン

ロシア

イラン

中国海軍基地

一帯一路プロジェクト案
が出された地域・地点

経済ベルト
海上航路
     港湾

パイプライン
原油
天然ガス
提案済み/建設中

鉄道起点
既存プロジェクト
提案済みのプロジ
ェクト

米軍基地
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未定義の境界線で区切ったことで物議を醸し
た。領有権紛争が発生している海域には、
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が軍事化したスカボロー礁や中国が建設し
た人工島が含まれる。
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インドネシア、マレーシア、フィリピン、スリランカ、
ベトナム、米国との海軍協力体制を強化しており、 
ベトナムの「海洋における法執行能力」を支援するための 
約 1,000 億円（約 10 億米ドル）の対ベトナム援助計画の 
一環として、338 億円（3 億 3,800 万米ドル）相当の哨戒艇6 
隻をベトナムに引き渡しただけでなく、フィリピンにも
今後5年間にわたり 8,660億円相当（8 6億 6,000 万米ドル）と
いう大規模なインフラ支援を提供する。インドネシアの未
開発の沿岸地域については、安倍晋三首相が
640 億円相当（6 億 4,000 万米ドル）の援助を約束した。 
日本政府とインドネシア政府は日本・インドネシア海洋フ
ォーラムと外務・防衛担当閣僚会議（2 プラス 2） 
の開催にも同意している。
 

米国：「自由で開かれたインド太平洋」構想の推進
米国高官等が「短期的な利益しかもたらさず、他国が
長期的に依存するように仕向ける欧州の植民地主義を
連想させる新たな帝国的な権力」に警戒すべきと警告
しているように、米国の国家安全保障戦略では中国は
略奪的経済学に従事する修正主義国とされている。 
米国の地域戦略は、転換または調整から「自由で開かれ
たインド太平洋戦略」に移行した。現在、多国籍企業
の利益ではなく、相互主義と平等の原則が米国の 
対中政策の柱となっている。中国は世界各地で事業機会
を得ているにも関わらず、中国自体は世界に対して門戸
を閉じたままである。戦略的産業や重要インフラにつ
いて、中国政府は自国の国営企業が他国に対外投資や
出資を求めることを許可していない。 

日米豪インフラ協力と2018年BUILD法（Better Utilization of 
Investments Leading to Development Act of 2018）の下、米国は共同 
インフラ投資を合理化するために6兆円相当（600億米 
ドル）の国際金融開発公社を設立した。「インド太平洋
構想」は、日米豪が協力することで、自国の経済力を 
活用して民主主義を弱体化させる行為を働く中国を抑止す
ることを目的としている。ドナルド・トランプ（Donald 
Trump）米政権下で成立したアジア再保証推進法は、 
古くからの日豪韓比の同盟関係を再確認し、インドや台湾
との関係の深化を目指すものである。中国政府との戦略
的競争の激化に伴い、太平洋島嶼国に目を向けた米国政
府は、勢力均衡を堅牢に維持することを目的として、 
東南アジア海洋安全保障構想および海軍の艦艇を355隻に 
増加する計画を発表している。貿易戦争、関税戦争、 
技術戦争、そして新疆ウイグル自治区などにおける中国に
よる重大な人権侵害、知的財産窃盗、サイバースパイ行為
への注視はすべて、中国に行動を改めさせ、その野心 
を抑制するために、多面的かつ継続的に中国に最大の 
圧力をかけることを目的としている。

ア、モルディブ、マレーシア、モンテネグロ、スリラ
ンカなどの国々は、中国の製品、サービス、労働力を
購入するために高利貸付を押し付けられながらも、 
自国の失業率、汚職、環境悪化は緩和されないという
不公平な取引に対して不満の声を高めている。

さらに、中国資金によるインフラの大規模化と小国
の経済的支配により、南シナ海、台湾、チベット、 
新疆ウイグル自治区の強制収容所、不公正な取引慣行と 
いった問題に対する債務者側の外交政策の選択肢が 
制約されることになる。たとえば、中国はカンボジアと
ギリシャの経済的締め付けを通して、南シナ海の 
領有権問題と人権・貿易問題に対する欧州連合（EU）
の姿勢を効果的に拒否できるようになった。中国による
小国の経済的支配の拡大により、地域の結束およ 
び欧州連合、ASEAN（東南アジア諸国連合）、太平洋諸
島フォーラムといった組織の弱体化という悪影響がも
たらされた。市場参入の制限を通した経済的強制によ
り、とりわけインド、日本、フィリピン、韓国との間
における二国間関係が脅かされることになった。

加えて、いわゆる中国モデルは脆弱な民主主義を損
ない、権威主義と腐敗を促進するだけでなく、その 
監視技術により自由が制限される。簡単に入手できる 
中国の融資は、政治システムが機能不全に陥っている 
脆弱な経済国の不道徳な権力者層が欲しがる「アヘン」
に等しい。多くの場合、中国による地域の経済締め付
けへの懸念によりもたらされる国内圧力は政治改革へ
と繋がる。中国政府による経済支援の拡大により、 
民主制度の弱体化や強権政治の支持、民軍関係の変化、 
そして汚職の増加がもたらされることが多々ある。 
さらに、最近発生したビルマ、インドネシア、モルディ

米国高官等が「短期的な利益しかも
たらさず、他国が長期的に依存する
ように仕向ける欧州の植民地主義を
連想させる新たな帝国的な権力」に
警戒すべきと警告しているように、
米国の国家安全保障戦略では中国は
略奪的経済学に従事する修正主義国
とされている。

23 ページから続く

中国に貸し出されたスリランカのハンバントタ港に近い南部の町、
ベリアッタで駅の建設作業に勤しむ中国人労働者等。過重な中国融
資の返済に行き詰まったスリランカは、99 年間の港湾運営権を中国
企業に譲渡する事態に追い込まれた。通常、中国企業は地元の労働
者を雇用せずに、中国人労働者を派遣して事業実施国でプロジェク
トを構成する。AFP/GETTY IMAGES

 （23ページ「優れた中国『一帯一路』代替案」の続き）
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ブ、マレーシア、パキスタン、シエラレオネ、スリラ
ンカ、ジンバブエの事例のように、中国因子が政権交
代や総選挙時の二極化に繋がるという問題がある。

中国政府の他国への関与が高まるにつれて、同政府 
に対する否定的な意見が増えている。歴史的事実から
も明らかなように、経済的依存からは失望が生まれ
る。多くの場合、弱小国家は大国同士を対決させよう
とするため、内政における陰謀や外部介入の餌食とな
る。18 世紀から 19 世紀にかけて、虚弱であった中国
や他国に対して欧州の大国が行った行為を、現在、中
国はアジアとアフリカで繰り返している。習主席が提
唱する一帯一路政策は、いくら良く見ても「一基一
路  （One Base, One Road）」、最悪の場合は「一借一
路 （One Debt, One Road/ODOR）」に落ちぶれつつあ
る。結果として発生するのは、重商主義や保護貿易主
義、貿易戦争、そして西太平洋から西インド洋にかけ
て前方基地を建設、取得、利用しようとする冷戦時の
ような拠点の取り合いの復活である。

対抗戦略
中国政府は成長と繁栄を目的とした「共通の運命共同
体」を促進する連結のためのインフラ構築と主張して
いるが、現在、一帯一路政策が意図する陸路と海路に
沿った中小国だけでなく、欧州連合、インド、日本、
米国からも激しい反発が発生している。2017 年に初 
めて開催された一帯一路フォーラムに参加した一部の
諸国は、2019 年の第2回フォーラムへの不参加を決定
した。こうした諸国にはアルゼンチン、フィジー、ポ
ーランド、モルディブ、スペイン、スリランカ、トル
コ、米国が含まれる。

一帯一路政策への批判の高まりを受け、2019 年 4月
に開催された第2回一帯一路フォーラムで、中国政府
は環境に配慮し、腐敗がない透明性の高い投機を促進 
することによる軌道修正を約束したものの、習主席 
による史上最大規模のプロジェクトへの反発は、今や
西側諸国やアジアにおける中国の敵対国に限らず、
ビルマ、モルディブ、マレーシア、ネパール、パキスタ
ン、スリランカ、タイなどの国々にも広がっている。

中国国際経済交流センター（CCIEE）情報部の王
軍  （Wang Jun）元部長などの懐疑論者等は、中国政府
は 「戦略的ではなく、戦術的な調整しか行わない」と主
張している。したがって、欧州連合、インド、日本、 
米国などの諸国は、以下の規則に準拠しない場合は、
一帯一路連結強化プロジェクトを支援しないことを共同
で主張する必要がある。

•	領土の保全と主権を維持する。
•	中国の銀行だけでなく、アジアインフラ投資銀行 

 （AIIB）やアジア開発銀行（ADB）といった国際
開発金融機関から資金提供を行い、国際的な融資
基準と規範に準拠する。

•	良好な統治を促進し、汚職を抑制する。
•	中国人労働者ではなく、地元の労働者を活用する

ことで雇用を創出する。
•	透明性の高い方法で、中国国営企業以外の事業体

も含めて競争入札を行う。
•	 財政の持続可能性と商業的実行可能性を実現する。

•	  （長期賃貸による）戦略的な罠や外交政策の選択
肢の制約に繋がる持続不可能な債務負担を相手国
に負わせない。

•	中国の裁判所だけでなく、国際裁判所における紛
争解決を許可する。

•	環境責任を推進する。

中国の重商主義政策や未解決の領土・海域の領有権紛
争、そして戦略的な不信により、オーストラリア、欧
州連合、インド、日本、米国には戦略的機会がもたら
される。

すでに多くの諸国が中国の一帯一路政策に代わる
より良好な代替手段を提示している。こうしたプロ
グラムでは、相手国は財政的・政治的債務の罠に落
ちることなく安定した開発が可能となる。この例と
して、日本の「アジア・アフリカ成長回廊（AAGC）
」インドの「地域全体の安保と成長（SAGAR）」
インドネシアの「グローバル海洋支点（GMF）」、
欧州連合の「欧州・アジアの持続可能な連結強化計
画  （AESCON）」、米国の「自由で開かれたインド
太平洋戦略（FOIPS）」が挙げられる。

海上拒否・海上支配能力の獲得を試みる中国政府の
取り組みにより、オーストラリア、インド、日本、米
国などの主要海洋大国には、中国による南シナ海と北
インド洋の制海権獲得の防止を目的として前例のない
形態で協力する機会がもたらされた。

海洋の未来
インド太平洋地域では複雑に絡み合う安保関係が出現
し始めている。同地域における将来的な安保協力体制は、
三国間、三角、四角、多国間形式になる可能性が高
いと考えられる。経時的に、中国の海上勢力拡大の
抑制を目指すさまざまな三国間関係（たとえば、 
日比越、日米印、豪印尼、日印越、仏豪印） 
や非公式の多国間取り組みが海上連合またはインド
太平洋海上提携に発展する可能性がある。南シナ海
で中国政府が違法な活動を継続する場合は、自由で
開かれた南シナ海を維持するため、さらに重要なこ
ととして「南シナ海は中国のみのもの」とする考え
を否定するために、多国籍任務部隊の設立が必要と
なる可能性もある。

こうした連合の芽がすでに現れている。他国に屈辱 
を与える中国の世紀の政策を撤廃し、腐敗した不道徳
な政権が導く貧しい発展途上国の屈辱の歴史の幕開 
けを防ぐために、現在、オーストラリア、インド、 
日本、米国が協力して戦術と戦略を調整し、より優れた
開発融資制度の確立に取り組んでいる。これにより、 
中国の権力と階層に基づく一帯一路構想は、自由で開
かれたインド太平洋地域の法規に基づく構想と対立す
る結果となった。

その規模を問わず、すべての諸国にとって公正な競争 
環境を維持する秩序を確立するためには、地域レベ 
ルにおける三国間、四国間、多国間協力体制を維持す
る必要がある。うまくいけば、ニュージーランドや 
カナダなど、より多くの諸国が関与することで、この
取り組みがより発展することになるであろう。  o
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 「中国製
2025」
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を挙げた中華人民共和
国（中国）の産業政策
「中国製造 2025（Made 
in China 2025/MIC 
2025 /中国語表記：中国

制造 2025）」に対する国際的な懸念
が高まる中、中国政府が速やかに 
軌道修正を図ったことで、同政策が
演説や新聞・報道で取り上げられる 
機会が明らかに減少した。しかし、
中国の技術的・経済的・軍事的野望達
成に向けた取り組み、すなわち戦略 
的な 21 世紀経済の重点 10 分野にお
ける主要供給業者および主要研究開
発（R＆D）の中心としての地位を
確立するという目標において、中国
製造 2025 の戦略的政策が今後も引き
続き中心的な役割を果たすことは 
間違いない。米国政府が対中制裁関税
および中国の大手通信会社である 
ファーウェイ（Huawei Technologies 
Co. Ltd.）社と ZTE 社（ZTE 
Corporation）に対する禁輸措置を 
課したこともあり、最近、中国は 
自国が掲げていた中国製造 2025 の 
目標から国際的な注意をそらす試みを
講じているが、中国共産党（CCP）
はこの 5 年前に発表された同計画を
加速させないにしても、その実施を
継続することは必至である。中国製
造 2025 は、自国を世界的な技術大国
に成長させるために他国を犠牲にす
るという政府ぐるみの包括的アプロ
ーチを展開する中国共産党の性質を
象徴するものである。 

中国共産党が中国製造 2025 の方針
と目標を継続的に追求する姿勢に、
経済的・技術的な自立と主要次世代 
産業の支配を達成するという中国共 
産党の優先事項が如実に表れている。
中国の戦略に直面する米国とその 
同盟諸国は、中国の世界的な影響工作
によりもたらされた経済不均衡に 
適宜に対応する必要がある。 

インド太平洋地域で国家安保の
役割に携わる者は、中国製造 2025
における計画の進捗状況、資本の非
効率的な使用、現在までの調整され
た相対的重要度に関係なく、同政策 
に基づく政策とプログラムに引き続 
き注意を払う必要がある。国家の安全
と経済的繁栄の相互関係、最先端 
技術の軍民両用（デュアルユース）、
迅速に進んでいる中国の軍民融合 
を考慮すると、中国製造 2025 を通
じて実現される中国の独裁国家資本
主義モデルにより同地域に深刻な 
影響が及ぼされる。 

中国の長征への第一歩 
中国共産党は中国製造 2025 を通し
て、かつて低価値な重工業製品を 
生産していた中国を、量子コンピュー
ティング、人工知能（AI）、 
マイクロプロセッサーなどの次世代技術
で国内市場を支配することで経済成
長を支える「スマート」製造ハイテ
ク大国に変革することを目指してい
る。中華人民共和国国務院は中国製
造2025を通じて市場占有率を高め

る重点 10 分野として、次世代情報
技術（半導体やサイバー）、 
ロボット工学、航空・宇宙用設備、
海洋工学、最先端鉄道設備、 
省エネ・新エネ自動車、電力設備 
 （スマートグリッドやスマートシティ）、
農業設備、新素材、バイオ医薬品を
挙げている。  

総合コンサルティング企業の
PwC（プライスウォーターハウス
クーパース）によると、中国が「第
四次産業革命」で利益を上げる能力
を備えるためには、こうした新興分
野で世界的な主導権を握ることが最
重要となる。世界経済フォーラムを
設立した経済学者、クラウス・シュ
ワブ（Klaus Schwab）によると、第
四次産業革命とは現在発生している 
 「物理、デジタル、生物圏の間の境
界を曖昧にする」技術的進化を指
す。こうした分野における有利性を
確立することで、企業（中国の場合
は政府）は世界的な基準と独占的な
価格を設定し、貿易禁輸措置を課
し、そして軍用装備品と軍事ソフト
ウェアの開発を先導できるようにな
ることで、ハードパワーやシャープ
パワーを用いる状況下で明確な優位
性を獲得することが可能となる。 

「中所得国の罠」の回避
中国首脳陣はまた、中国製造 2025
により、中国経済が「中所得国の
罠」に陥るリスクを回避できると
考えている。経済学者のインダーミ 

技術支配を狙う中国の野望への対抗
アラティ・シュロフ（ARATI SHROFF）

国
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ット・ギル（Indermit Gill）博士とホミ・
カラス（Homi Kharas）博士が作 
った新造語「中所得国の罠」 
とは、1 人当たりの国内総生産 
 （GDP）が約 120万円（1 万 2,000
米ドル）と定義される「中所得国」
に成長した国が、先進国入りを 

前にして賃金の停滞や経済成長
の減速に陥る状態を言う。 

これは、従来投入した土地、
労働力、資本の容量を超 
えて生産性を高めること
ができなければ脱出でき
ない。世界最大の低価値
製品生産国として、30
年以上にわたり異例の 

急速成長を遂げてきた中国
では、従来型の経済成長 

モデルはもはや機能しない。 
中国製造 2025 を通じて、中国共
産党は自国経済の停滞を回避し、
将来に向けて経済安定路線に乗 
りたいと考えている。経済目標が 
成功すれば、国内外での中国共産党
の正当性を維持し、中国人民解放軍
 （PLA）の軍事力を強化するとい
う中国製造 2025 の 2 つの主要目標
が達成されることになる。

中国の上海で開催された 2019 年 CES アジア（Consumer Electronics Show Asia 2019）で、顔認識技術を展示する画
面を見る訪問者等。アナリスト等によると、中国政府は新疆ウイグル自治区の少数民族迫害に同様の技術を用いてい
る。VeriSilicon 社は上海に拠点を置く中国のシリコンプラットフォームサービス企業。ロイター

外国技術への依存度の低下 
2015 年に中国が発表した中国製造
2025 は、そのプログラムの規模と
地理経済学の重要性の高まりにより、
世界各地からかなりの警告が継続的に
発せられる要因となった。多くの 
諸国が産業政策を通して自国の 
経済的目標と国家安保の目標を達成
するのに対して、中国製造 2025 の
場合は、中国は「国家のために闘
う」強力な組織を構築して支援する
ことで、先進国におけるハイテク産
業の指導権を明確に置き換えること
を狙いとしている。そして、結果的
にこれが世界的な巨大組織に 
成長することになる。

特に、中国製造 2025 における国
産比率の目標には、将来的な世界経
済成長の推進力となる次世代技術を 
 「競合」するだけでなく、「支配」
するという中国の企みが表れている。
国産比率の目標とは、中国国内市場
と世界市場において中国企業の製品
が達成するべき市場占有率を指す。 
同計画における非公式のロードマップ
では、2025 年までに中国が 
主要技術産業で自主ブランドの市 
場占有率 70％を達成する目標を掲

げている。建国 100 年を迎える 
2049 年までに、中国はハイテク大国
として世界市場を先導することを
望んでいる。中国共産党第 19
回全国代表大会（第 19 回党大会） 
で習近平（Xi Jinping）中国主席 
が概説したように、中国製造 
2025 の目標達成日が、世界最高級 
の軍事大国になるという中国 
の目標と一致していることも偶然
ではない。 

中国製造 2025 は単に中国の 
イノベーションエコシステムを構築
することを目的とするものではな
く、中国企業の国内成長を促進し
て世界の市場シェアを獲得できる 
ように中国企業を保護し、その過程で
外国の競合他社を追放する取り組み
を支援するというお馴染みの中国
の経済的国策に従うものである。
この取り組みにおいて、同国政府
は知的財産窃盗、国家ぐるみの 
商業スパイ、市場アクセスと引き
換えにする強制的な技術移転、 
国家擁護組織への補助金、 
保護貿易主義と輸入代替政策、 
買収、外国人人材募集プログラムを
手段として採用している。中国は
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また、先進国の開放的な教育システ
ムを逆手に取り、科学技術産業の 
人材の育成に励んでいる。中国製造
2025 実装の中核には、中国共産党
委員会（党委）の活用や資金の利用
などを通じて、民間部門、研究機
関、学界の活動を調整・整合する 
中国共産党の役割が存在する。 

中国製造 2025 への言及の消滅
この1年半にわたる国際的な反発を
受け、中国首脳陣は中国製造 2025
を公的には控えめに扱い、演説、 
出版物、宣伝活動での同計画への言及
を避けている。中央政府は公式な 
中国報道機関に対して、印刷物や 
オンラインプラットフォームで 
 「中国製造 2025」という用語を使用 
しないように明示的な指示を与えている。
過去 3 回の中国政府活動報告では 
中国製造 2025 が強調されていたにも 
関わらず、北京で開催された 2019
年全国人民代表大会（全人代）で 
李克強（Li Keqiang）中国総理が 
実施した政府活動報告では同政策 
に関する言及が影を潜めていた。 
 （中国共産党の年次政府活動報告は
特定の経済政策を地方政府、企業、
市民に伝えるもので、これにより国 
の将来的な方向性を設定し、行動を
促進する）。それでも李総理は、 
中国製造2025 の目標とされていた
従来型の産業の改善、研究開発の強化、
次世代情報技術、新エネ自動車、 
新素材といった分野への支援を誓約
している。 

中国政府は国際社会に対して、
おそらくはそれほど高い脅威を提示
しない中国製造 2025 計画の改訂版 
を発表すると主張しているが、たとえ
同政府が中国製造 2025 の見直し 
を行い、国際社会に類似のプログラ
ムを紹介したとしても、中国共産党
が同計画で定められている目標遂行
に引き続き取り組むことに変わりは
ない。実際、中国政府は長期戦に向
けて準備を進めており、製造業を 
振興する長期的な産業戦略への投資を
倍増したようである。これには部分 
的に、米国関税措置とオーストラリア、
日本、ニュージーランド、米国 
が実施した中国企業に対する安保制 
裁が起因している。 

中国共産党は国内報道機関に
対する独占的操作をうまく活用し
て、中国の技術目標、経済目標、
軍民融合目標に向けてあらゆる 
社会的要素が団結するように国民感
情を煽っている。中国共産党の 
党首でもある習主席は、中国の自立
促進、コア技術の習得、サイバー
超大国への成長、技術革新主導の
経済の確立を国内演説でますます
強調するようになっている。 
これらはすべて中国製造 2025 目標の
達成に不可欠な要素である。

深く根ざした技術への野望
概念的には、中国製造 2025 戦略の
中核目標は中国にとって目新しいも 
のではない。実際のところ、その根源
は中国の歴史と社会と深く繋がっ 
ている。長年にわたり、中国は国内
成長を促進し、政治的正当性を維持
するためのコア技術の開発を目的と
した産業政策を掲げているが、 
中国製造 2025 は基本的に同政策が進
化したものである中国を研究する
学者のエヴァン・ファイゲンバウ
ム（Evan Feigenbaum）博士による
と、毛沢東（Mao Zedong）主席か
ら習主席に至るまでの全中国指導者 
には、国力の源として、また中国国内
の科学技術力を開発する必要性から、
技術の戦略的重要性を掲げると 
いう共通点がある。

事実上の中国最高指導者、鄧小平 
（Deng Xiaoping）が 1978 年に提示
した経済的な「改革開放」路線へ 
の政策転換は中国近代化の最重要課
題として科学技術を明確に示すもの
であり、胡錦濤（Hu Jintao）主席
の 2006 年の「自主創新」戦略は中

国製造 2025 の直接的な
前身としての役割を果た
している。2006 年には 60％
であった外国技術への依存度を 30％
まで低下して 2050 年までに世界的
な技術大国になるという目標を掲げ
た胡主席の戦略は、中国製造 2025
と同様に、外国技術から中国を乳離
れさせることを狙いとしていた。 
ハイテク技術開発を実施する 1986 年
の「863」計画といった政府支援の
他のイニシアチブにより、中国の 
外国技術への依存度を低下させるため
の研究に資金が投入され、これが 
中国独自開発の有人宇宙船「神舟」
や世界最速級のスーパーコンピュータ
 「天河二号」の誕生に繋がった。

ジェームズ・マクレガー（James 
McGregor）中国専門家によると、
胡主席の戦略はテクノナショナリズ
ムの新時代の幕開けであった。外国
に強制する技術移転、中国市場に対
する対外投資の差別的処遇、知的財
産窃盗、サイバースパイ、国内企業
への過剰な補助金、輸入代替政策な
どはすべて、西側諸国の企業が 
 「中国と取引して市場アクセスを獲得 
するために支払わざるを得ない代償」
として諦めている中国の欠点である。
こうした不公平な競合要素が深く 
浸透した中国政府全体のアプロー 
チの青写真となったのは、この 
 「自主創新」戦略である。全体として、
こうした政策により、中国企業は管
理下に置く外国の主要技術を増や
し、外国の競合他社を犠牲にして 
国内市場と世界市場の占有率を拡大し
てきた。

2012 年の習主席就任以降、自主
創新思考は加速および拡大してお

 「中国製造 2025」に脆弱な 
上位 15 ヵ国

	 1.	台湾
	 2.	韓国
	 3.	シンガポール
	 4.	フランス
	 5.	ドイツ

	 6.	アイルランド
	 7.	香港
	 8.	日本
	 9.	スイス
	10.	マレーシア

	11.	フィリピン
	12.	米国
	13.	英国
	14.	ノルウェー
	15.	ベルギー

* 中国製品はローエンドからハイエンドに多様化している。出典：ファゾム・コンサルティング（Fathom Consulting）
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り、中国共産党は 2010 年の 1 人当
たりの GDP を倍増させることで
2021 年までに「全面的小康社会」
を建設し、2049 年までに中国を 
 「完全に開発された豊かな強国」に
成長させると宣言している。

しかし、アナリスト等の見解で
は、全体的にこうした産業政策は 
中国の世界貿易機関に対する誓約に 
違反するものであり、これにより中国
企業は不当に有利な立場で基準を 
設定し、プロトコルを開発し、そして
人工知能、深層学習（ディープラー
ニング）、スマート製造などの 
次世代技術の戦略的エコシステム 
を確立することができる。こうした
分野における中国の優位性が加速的
に高まっていることで、中国市場 
において同分野で多国籍企業が公正
に競合できる機会はすでに狭き門 
となっている。簡単に言えば、 
中国は公開市場における自由かつ 

公正な競争を通じてではなく、 
外国の競合他社を犠牲にして 

国内市場と世界市場のシェア
を拡大しているのである。 

世界市場を歪める中国共産
党の引導基金

中国政府は中国製造 2025 を
実施し、「国家のために闘

う」強力な組織を育成するために 
膨大な資金を割り当てている。中国の
経済停滞が囁かれ、中国共産党の 
公式代弁者等が中国製造 2025 を重要
視しない素振りを見せても、同政
策への資金と人員の割り当ては 
依然として減速する様子がない。 
国営企業に対する資本の非効率的な
配分や取り組みの重複の可能性な
ど、同政策のアプローチには限界
があるとは言え、同戦略は全速力
で前進している。

中国の調査機関、清科研究セン
ター（Zero2IPO Research）による
資料を基にさまざまなアナリスト等
が見積もったところでは、800 件か
ら 1,600 件に上る中央・地方政府の
引導基金によって支えられる中国製
造 2025 の 2018 年度末の資本金総額
は 58 兆 4,800 億円相当（5,848 億米
ドル）に達している。同機関の計算
によると、毎月平均 7.57 件の新規
政府引導基金が設立されており、 
各基金の平均資本金は 361 億円相当 
 （3 億 6,100 万米ドル）に上る。国家
主導の調達によるこの莫大な資金
は、中国の直接融資と間接融資、 
補助金、税控除、低利融資、 
政府調達契約で構成される。 

しかし、龍洲経訊（Gavekal 
Dragonomics）のランス・ノーブ

ル（Lance Noble）上級アナリスト
は、中国共産党の産業政策の成功が
資金額により左右される可能性は 
低く、むしろ「産業の構造、政府の 
政策、個々の企業の行動の相互作用」
にかかっていると指摘している。 
ノーブル上級アナリストは上記の指標
を考慮に入れ、中国製造 2025 政策
の範囲内で言えば、中国は民間航空
機開発分野よりも電気自動車と医薬
品分野で成功する可能性が高いと 
推定している。	

中国製造 2025 の政府引導基金の
規模を考えると、中国政府が資金提
供するソーラーや鉄鋼の産業で発生
しているように、過剰生産能力と 
世界市場の歪みが引き起こされるとい
う懸念が存在する。さらに、中国製
造 2025 に纏わる政府資金の透明性
が低いことから、資本が非効率的 
または不適切に配分される可能性が 
ある。残念ながら、中国共産党が中国
製造 2025 政策の重要性を否定する
素振りを続けているため、資金を 
追跡して、こうした政府引導基金が 
どのように世界市場と将来的な産業を
歪める可能性があるかを調査するこ
とは困難である。 

独自の構築が無理なら買収せよ
中国製造 2025 関連の政府引導基金は、 
国内企業への助成金だけでなく、 
海外における初期段階のハイテク 
スタートアップ企業や企業支援 
者の買収や対外投資を通じて中国 
が必要とする外国技術を獲得する 
手段としても利用される。米調査会
社のロジウム・グループ（Rhodium 
Group）の投資監視報告によると、
過去 18 年間の情報通信技術分野に
対する中国の対外直接投資は年間
約1兆 6,800 億円（約 168 億米ドル）
に上っている。同社の計算による
と、この投資機会の流れの大部分
は 2014 年から 2016 年に集中して
いる。これは中国政府が中国製造
2025 および関連技術産業政策を立
ち上げた時期に沿っている。 

こうした取引の一部は外国政府の
精査を回避するため、ベンチャーキャ
ピタル投資として中国の民間部門が主
導している。しかし、こうした投資が
純粋な利益動機のために行われた可 

2019 年 1 月に中国・湖州市に所在する工場のロボットアーム製造ラインで働く男
性。中国共産党は 2025 年までに情報技術とロボット工学を含む重点 10 分野の産業
部門の市場占有率を著しく高める方針を打ち出している。ロイター
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経済を保護するための投資制限策に関する最新情報

出典：フィナンシャル・タイムズ、JD スープラ（JD Supra）、Medium.com、日経アジアレビュー、ロイター 、ストレイト・タイムズ（The Straits Times）、米中経済安全保障問題検討委員会（USCC）

能性は低く、直接的か間接的かを問わず、
むしろ中国国内における科学技術力 
の強化推進を目的としていたと 
考えるほうが自然である。国家目標の 
達成に向けて、習主席が共産党を使って
すべての国内経済力を支配するのに伴
い、中国の民間部門と政府支援企業と
の間の境界線がますます曖昧になって
いる。中国の学者や実務家の中でも、
この見解に異議を唱える者はそう多く
ない。新米国安全保障センター 
 （CNAS）のアシュリー・フェン 
 （Ashley Feng）研究員は、中国共産党
による民間部門の支配強化の例とし
て、2017 年の国家情報法の成立、 
民間企業における党委の組織率の増加、 
次世代技術に特化した民間企業に対する
政府ベンチャーキャピタル資金の 
使用を挙げている。

アメリカ進歩センター（CAP）
の中国政策専門家であるメラニー・
ハート（Melanie Hart）博士は、 
経済圏における「グレーゾーン」戦術
の例として、中国の外国技術買収戦 
略を挙げている。たとえば、中国は 
段階的な手順を使用して「少しず
つ」外国のノウハウを取得し、最終
的にバリューチェーン全体を中国に
移転する。（歴史学者のハル・ブラ
ンズ（Hal Brands）博士は、グレー
ゾーン戦略を「本質的には強制的かつ
攻撃的であるが、在来型の軍事紛争の
発端とならないように意図的に構成さ
れた活動」と定義している）。中国
は多くの戦略的優先課題でこうした
戦術を採用している。最も顕著な例
は、南シナ海の領有権主権に伴う 
行為である。

たとえば、自動車のライドシ 
ェア産業の発展には、何としてで 
も支配するという指揮統制アプロ 
ーチを取る中国政府の典型的な 
事例が見られる。中国最大のライド 
シェア企業である滴滴出行（Didi 
Chuxing Technology Co.）は米ライ
バル会社の Uber（ウーバー）と
の競合に勝つために、政府補助
金や有利な報道内容など、政府
の後ろ盾により得られるすべて
のメリットをうまく活用したこ
とで、Uber は市場アクセスの鈍
化、土壇場での規制変更、慎重に
組織化された中傷的な宣伝活動の 
被害者と化した。最終的に、Uber は 
わずかな合併会社の株式と引き換え
に、その中国事業を滴滴出行に売却
している。買収により地域的な拡

オーストラリア
•	 2018 年 2 月：中国の影響力拡大に対する懸念が高まるのに伴い、オーストラリアは
農地と電力インフラの外国人購入者に関するより厳格な規制を発表した。農地購入
においてはオーストラリア人が外国人よりも優先され、配電・送電資産の 
購入においては外国人（外国企業）には所有権の制限が課される。

日本
•	 2019 年 5 月：日本政府は企業の外国人（外国企業）による所有を制限する産業にハイテ
ク産業を追加した。8 月 1 日に発効する同規制は、サイバーセキュリティと技術の 
中国絡みの移転に関連するリスク削減を目的としている。

•	 最近、米国は中国を対象とした措置を講じたが、これに倣い日本政府は人工知能やロボ
ットなどの応用で使用される先進技術の輸出を制限することを検討している。日本の 
法律には機密技術の外国流出を防ぐ枠組が制定されているが、これは主に核兵器、 
ミサイル、化学兵器、生物兵器で使用され得る軍民両用技術に焦点を当てるものである。 

米国
•	 2018 年 8 月：2018 年に制定された対外投資リスク審査近代化法（FIRRMA）の規則案
によると、対米対外投資委員会（CFIUS）は取引の審査についてより大きな権限を有す
ることになり、より広範にわたる技術と産業を調査し、審査プロセスを完了するのに
要する時間も延長される。

•	 2018 年輸出規制改革法では、「最先端技術と基盤技術」および現在輸出規制対象外で
米国の国家安保にとって「不可欠」な技術を特定および管理するプロセスを規定して
いる。

•	 2017 年 8 月：米国の貿易関連機関が知的財産侵害について中国の国際貿易協定違反に
関する調査を開始した。 
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大を続ける滴滴出行は、
シンガポールに拠点を置く

グラブ（GrabTaxi Holdings 
Pte Ltd）に 2,000 億円（20 億米

ドル）を超す投資を行っている。
同社が投資を倍増した後、グラブ
が Uber の東南アジア事業を買収し
た。東南アジアの Uber 打倒を狙っ
た滴滴出行の読みは正しかったわけ
である。グラブ経由で東南アジアか
ら Uber を締め出した滴滴出行は、
次の征服地域としてオーストラリア 
に目を向けている。中国共産党を後 
ろ盾とする滴滴出行が、自動運転技術
と人工知能機能の開発に莫大な 
金融資本を投資しているのは単なる
偶然ではない。 

中国が自由市場経済と技術革新
拠点をうまく利用して外国技術を獲得
する手段の規模があまりにも大規模
にわたるため、先進諸国は経済安保 
と技術革新の保護対策を再評価せざるを
得なくなった。インド太平洋地域 
では、オーストラリア、日本、 
米国が最近、新興技術分野を含めた
対外投資規制を改訂している。 

危機に曝される 
競争力と技術革新
中国製造 2025、あるいはその呼称
に関わらず中国の「革新の重商主
義」モデルを推進する政策は、 
技術革新に基づく高賃金の産業で 
中核的な競争優位性を持つ諸国の 
経済的福祉に根本的に挑戦するもの
であると述べた情報技術イノベー

ション財団（ITIF）のロバート・
アトキンソン（Robert Atkinson）
博士は、低価値の製造業とは異な
り、積年のエコシステムは複雑で
参入障壁が高いため、国の技術分
野と技術革新基盤における競争力
を永続的に喪失した場合は、これ
を再構築することは非常に困難で
あると説明している。しかも、 
先端技術産業で主導力を失うと 
 「死のスパイラル」に陥る。

第一に、市場重視型企業は市場
占有率と利益を、重商主義に支えら
れた競合他社に奪われる。高度な 
製造業とハイテク産業、特に日本、
韓国、台湾、米国などが高度で高賃金
の仕事喪失の危機に曝される。 
アトキンソン博士によると、市場重視型
企業は収益を再投資して次世代の 
革新的製品を開発できなくなるため、
その国のイノベーションエコシステ
ムがさらに損なわれる。その結果と
して、多くの場合、サプライチェー
ンが再編成され、これにより国の 
経済安保と国防産業基盤を維持する
能力に悪影響がもたらされる。

たとえば、外交問題評議会 
 （CFR）のブラッド・セッツァー 
 （Brad Setser）博士は、日本企業か
ら新幹線の技術を供与された中国企 
業が、高速鉄道事業においてより価格
競争力の強い日本の競合相手にな 
った例を挙げている。中国市場参入
を目的として、高速鉄道車両プロジ
ェクトを落札した日本企業は非常に
評価の高い新幹線の技術を中国企業

に提供した。中国は同技術を取得・
導入した後、中国共産党の政策と 
規制による慎重な保護の下で高速鉄道
を国産化し、これを「独自開発」と
主張して、日本の新幹線製造企業を
相手に世界的な競合を図ったこと
で、日本企業の競争力と技術革新の
基盤が弱体化した。

地域の半導体産業への進出
別分野に視点を移すと、現在も進行 
している中国製造 2025 による経済
的国策により、同地域の半導体産業
に競争力と技術革新衰退の危険性が
もたらされている。世界の上位 10
社の半導体企業のうちの 9 社が、 
インド太平洋地域に拠点を置いてい 
る。国内で高速鉄道産業を発展させ
ることが 2000 年代の中国の必須課題 
であると仮定した場合、この目的 
に向けて、引き続き中国は半導体産
業でも「国家のために闘う」強力な
組織を構築し、外国供給業者を締め
出す取り組みを着々と進めている。 

米国半導体工業会（SIA）による
と、半導体チップは人工知能、自律
システム、量子コンピューティング
といった将来的な技術的進歩の支柱
であるため、これまで半導体産業が
それほど盛んでなかった中国も、 
国内で同産業を発展させることが 
経済成長にとって重要であると考え
るようになった。戦略国際問題研
究所（CSIS） のジェームズ・アン
ドリュー・ルイス（James Andrew 
Lewis）博士によると、今後5年間
で11兆 8,000 億円相当（1,180 億米
ドル）をかける中国政府の半導体 
投資計画は、外国の競合他社の計画的
研究開発を圧倒する規模である。 

国内半導体産業の構築を目的と
した大規模な政府資金に加えて、中国
はシリコンバレーから台湾に至る 
までの地域における外国企業に国家
ぐるみの知的財産窃盗を働いた容疑
が持たれていることで、インド太平
洋諸国はこうした脅威に対処するた
めの対策を講じている。たとえば、
韓国議会はより厳格な罰則を科すこ
とで、半導体業界における企業秘密
漏洩対策を図っている。日本政府は 
 「外国為替及び外国貿易法」を改正
することで、対外投資の制限項目を

2019 年 6 月、北京の証券会社で株価をチェックする男性。技術部門への 
対外直接投資を増やしている中国政府は、海外での企業買収や外国企業への 
投資増加を通じて技術を獲得している。AP 通信社
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拡大して、半導体などの分野を含め
ることを検討する一方で、改良され
た米国の輸出管理システムと同様
に、先進技術の輸出管理枠組の制定
について協議している。

軍民両用技術と軍民融合
中国製造 2025 は、2049 年までに中国 
人民解放軍を世界最高級の軍隊に 
改革することを目的として、中国 
共産党中央委員会総書記の習主席が 
推進する国防部門の近代化と軍民融合
戦略の重要な要素でもある。第一
に、軍民両用の性質を持つ中国製造
2025 技術により、中国人民解放軍
は戦場での優位性を獲得することが
できる。たとえば、新米国安全保障
センターのグレゴリー・アレン 
 （Gregory Allen）元非常勤上級研究
員によると、中国ではすでに人工知
能が軍事ロボットプログラム、自律
型機能、軍事司令部の意思決定機構
に組み込まれている。同センターの
エルサ・カニア（Elsa Kania）非常
勤上級研究員の発言によると、軍事
体制と戦闘教義の「情報化」から 
 「インテリジェント化」への移行に
伴い、人工知能により軍事革命が 
推進されると予測している。国際戦略
研究所（IISS）のメイア・ヌウェン
ズ（Meia Nouwens）研究員とヘレ
ナ・レガルダ（Helena Legarda） 
研究員によると、中国製造 2025 関連
の他部門における中国の技術的進歩
には量子通信、レーダー、暗号化、
また自動運転車と自動システム、 
そしてロボット工学などが含まれる
が、これらは同地域および次世代の
戦争の性質に長期的な軍事的影響を
与えることになる。

第二に、中国製造 2025 や他の関
連産業政策を通じて、中国の軍事目
標と国家安保目標を前進させる上
で、中国の民間企業はますます大き
な役割を果たすようになっている。
たとえば、中国の民間部門が開発・
製造する人工知能と顔認識技術は、
新疆ウイグル自治区における中国 
共産党による数百万人の少数民族迫害
で中心的な機能を果たしていると、
カニア上級研究員は述べている。 

こうした「国家のために闘う」人工
知能関連企業は、世界各国に

監視装置を輸出して、市民を監視
する独裁政権の取り組みを支援し
ている。 

地域の機会
中国製造 2025 を国際意識から遠ざ
けようと中国共産党は躍起になって
いるが、国際社会は透明性と情報共
有を要請することで、中国の不公正
かつ略奪的な経済慣行に対する意識
の向上を引き続き推進する必要があ
る。中国共産党の国家資本主義・ 
経済侵略モデルによりもたらされる 
脅威に対処するには、インド太平洋地 
域における官民部門と学界の間の情
報共有を強化することが不可欠であ
る。米国の同盟・提携諸国はすでに
同地域での外交努力を進めている
が、法的、強制的、秘密、違法など
その種類を問わず、大部分の技術移
転は民間部門と大学で行われること
から、こうした拠点に一層強力に働
きかける必要がある。 

技術関連の民間部門や学術機関
の研究開発ラボと情報の共有を図る
ことで、所有権の透明性向上といっ
た強力な防御手段の必要性に対する
意識が向上する一方で、投資や合弁
事業により意図しない結果が長期に
わたりもたらされる可能性があると
いう認識が高まる。同時に、民間部
門や研究機関が引き続き中国共産党
の行動に対する影響力を維持するこ
とができる。ただし、中国企業が 
国際市場でより高い占有率を獲得し、
世界最高級の中国の大学が増えるに 

つれて、この影響力は弱体化する。
過去において、実際に衝撃が発生し
得るという脅威を伴う一様な世論の 
圧力は中国に効き目があった。外交 
問題評議会のアダム・シーガル（Adam
Segal）博士によると、たとえば、 
2003 年、米国政府の支援を後ろ盾
として外国企業が団結して圧力 
をかけたことで、中国による無線 
ネットワーク国内規格の導入を押し
返すことができた。

同様に重要な事柄として、今後
何十年にもわたりインド太平洋地域
が持続的な経済的成功と相互繁栄を
維持できるように、イノベーション
エコシステムおよび同地域全体にお
ける米国とその同盟諸国間の協力体
制の強化方法に関して官民部門と学
界の間で情報を共有することが挙げ
られる。世界的な研究開発への資金
調達や共通の価値を持つ諸国間での
提携の呼び掛けが良好な第一歩とな
ると考えられる。これにより、 
 （5G コンソーシアムが開発されたの
と同様の方法で）次世代技術の世界
的なインフラを構築する枠組を制定
することで、中国の差別的な中国製
造 2025 戦略と効果的に競合できる
ようになる。最終的に、法治と相互
主義に基づく研究開発協力により、
すべての提携諸国が技術革新の恩恵
を受けることになる。  o

2019 年 5 月、ファーウェイ社の子会社が設計したチップセットを中国の深セン市に所在する
本社に展示するファーウェイ社。2025 年までに中国で自立したチップ製造業が確立される
という中国共産党の主張に対して業界関係者は懐疑的である。中国共産党は今後5年間で 
半導体産業に 11 兆 8,000 億円（1,180 億米ドル）以上を投資する予定である。ロイター

米国国務省の外交官、アラティ・シュロフ氏は、ウナ・チャ
ップマン・コックス財団（Una Chapman Cox Foundation） 
研究員およびハワイ州ホノルルに所在するイースト・ウエスト 
・センター（EWC）非常勤研究員を務める。同氏の見解は 
同氏自身の意見であり、国務省の見解を表すものではない。
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中国の大手通信社「ファーウェイ」
への委託について警告を発する米国

高速ネットワーク 

一か八かの
リスク

FORUM スタッフ

FORUM イラスト
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世界最大の通信機器販売業者か
つ世界第2位の規模を誇る 
スマートフォンメーカーである
中華人民共和国（中国）の 

ファーウェイ（Huawei Technologies Co. 
Ltd.）社は、その地位に反して、スパイ
行為の容疑に対する懸念により、市場の
一部を失いつつある。

各国が 5G ワイヤレスネットワークを
構築することで、押し寄せるモバイル 
技術の波に乗ろうと取り組む中、ファー
ウェイ社はオーストラリアと米国の市場 
から締め出された。北大西洋条約機構 
 （NATO）事務総長などの諸国指導者等
が中国共産党（CCP）とファーウェイ
社の癒着によりもたらされる危険性につ
いて警告を発していることもあり、他の
国々も厳重な監視を実施している。

マイク・ペンス（Mike Pence）米副
大統領は同社が深刻な安保脅威をもたら
すとして、すべての米国同盟諸国に同通
信大手企業の排除を促している。 

経済ニュースを発信する日経アジア
レビューによると、ペンス副大統領は
2019 年 2 月に開催された年次ミュンヘン
安全保障会議（MSC）で、中国企業は 
 「中国の法律により、同政府の巨大な保
安組織にネットワークや機器関連の 
データを提供するよう要求されている」
とし、「諸国は重要な通信インフラを保護
する必要がある。米国はすべての安保提

携国に対して、注意を怠らず、国家の 
通信技術や安保システムの完全性を傷付け
る企業を排除するよう求める」と呼びか
けている。

2012 年には米下院情報特別委員会
が、ファーウェイ社とその競合会社 
となる中国の通信企業ZTE社（ZTE  
Corporation）製の機器は米国の安保上 
の利益を損なう可能性があるとの調査結
果を発表している。懸念を高める要因 
として、ファーウェイ社の圧倒的に 
巨大な規模が挙げられる。2017 年、 
同社はワイヤレスネットワーク機器の 
売上高でスウェーデンのエリクソン 
 （Telefonaktiebolaget LM Ericsson）を 
抜いて世界第1位の地位に付いた。AP 通信
が報じたところでは、2018 年半ばには
Apple（アップル）を凌いで、サムスン
電子（Samsung Electronics）に次ぐ世界
第2位のスマートフォンメーカーとなっ
た。ファーウェイ社はその 5G プロジェ
クトにおいて、自動運転車、工場装置、
インターネット接続医療機器などをサポ
ートするように大幅に拡大されたネット
ワークを構築することを目指している。

ファーウェイ社はスパイ行為には関
与していないと主張しているものの、 
政治家、学者、諜報機関関係者等から、 
同社や他の中国企業による重要情報システ
ム構築に対して警戒しなければならない
多くの理由が提示されている。

2019 年 5 月に 
バンコクで開催 
されたモバイル・ 
エキスポに参加
するファーウェ
イ社従業員等。
ロイター

P30 スマートフ
ォンの生産ライ
ンを管理する 
ファーウェイ社
従業員。同社は 
サムスン電子に次 
ぐ世界第 2 位の 
スマートフォンメ
ーカーである。
ロイター
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中国の法律による協力の義務付け
ペンス副大統領はミュンヘン安全保障会議で
中国の法律を指摘している。2015 年に中国で

制定された国家安全法では、国民と
企業には
 「国家安全を守る責任と義務」があ
ると定められている。さらに重要
と考えられるのは、中国企業が政
府情報機関を「支援・補助し、同
機関に協力する」ことを義務付け
る 2017年国家情報法であろう。

ワシントン DC に本拠を置き、
法の乱用の暴露と人権保護を専門
とするローフェア研究所（Lawfare 

Institute）による分析書の中で、 
マレー・スコット・タナー（Murray  
Scot Tanner）博士は、2017 年の同法律制定
は「[この] 4年前に中国政府が立ち上げた『
法に基づく国家統治』政策の推進を投影する
独特かつ厄介な重要事象」であると 
主張している。米国政府のアナリス 
トを務めた経歴を持ち、中国の法律と国内の 
治安機関に関する著作物を発行しているタナー

博士は、2017 年国家情報法は安保措置と 
してではなく、凶器として用いることを意図
したものであると述べている。

同博士はまた、「特に懸念されるのは、
中国国民に対して、場合によっては中国で 
活動する外国人、企業、組織に対して、中国政
府の情報収集活動に協力し、これを支援し、
そして情報を提供するという法的責任を断定
的に課すことで、国家情報法の起草者等が法
的義務の焦点を情報機関の「防御」から 
 「攻撃」に移行しようとしている兆候が見 
られることである」と記している。

中国の法律の下では、同国政府は情報収
集を妨害する個人を拘留または犯罪者として
処罰することができるが、同国では「単なる
非協力的行為」も「妨害」と見なされる危険
性がある。中国企業が情報収集活動に協力す
るという体制の危険性は高いと述べたオー
ストラリア戦略政策研究所（ASPI）国際サ
イバー政策センターのトム・ウレン（Tom 
Uren）上級アナリストは、デイリー・メー
ル・オーストラリア（Daily Mail Australia）
紙に対して、「中国政府はスパイ行為や妨害

足首に電子監視装置を装着
された状態で、護衛されて
カナダのバンクーバーにあ
る自宅を出るファーウェイ
社の孟晩舟最高財務責任
者。同社による米国対 
イラン制裁違反の容疑で、
米国は孟被告の身柄引 
き渡しを要請している。
AFP/GETTY IMAGES
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行為を可能にするために、ファーウェイ社を
利用するリスクがある」とし、「中国共産党
は企業をほぼ思い通りに操作することができ
る。中国共産党は他の何よりも自らの安全を
優先する」と述べている。

顕著なパターン
ファーウェイ社は自社が外国企業や他国政府
に対してスパイ行為を働いている証拠は存在
しないと主張しているが、この主張を覆す例
も数多く挙がっている。たとえば、2003 年、
米国の技術機器開発会社であるシスコ（Cisco）
は、ソフトウェアの実行に使用されるコマンド 
であるソースコード盗用容疑でファーウェイ
社を起訴している。最終的にはシスコが訴訟
を取り下げている。

通信企業の T モバイル（T-Mobile）知財

窃盗容疑事件では、2017 年に米国連邦陪審
がファーウェイ社による企業秘密の悪用など
を認める評決を下している。2019 年、米国
司法省はTモバイルのロボット技術窃盗を繰
り返し試みたとしてファーウェイ社を起訴し
ている。

企業秘密の窃盗以外にも罪状が多く並べ
られている。2019 年 1 月、米司法省はファー
ウェイ創業者の任正非（Ren Zhengfei）の娘
である同社の孟晩舟（Meng Wanzhou）最高
財務責任者（CFO）を対イラン制裁違反に
絡む銀行詐欺罪で起訴したと発表した。2018 
年 12 月にカナダで拘束された孟被告の身柄
引き渡しを米国は要請している。起訴状に 
よると、2013 年、孟被告は銀行幹部に対して、
イランに拠点を置く香港企業のスカイコム 
・テック（Skycom Tech Co Ltd）との関 
係を隠して連邦法に違反した。

民間企業か国営企業か？

オーストラリアや米国を始めとする諸国 
において、ファーウェイ社が中国共産党の
管理下にある可能性に対する懸念が高まる
中、同企業の経営陣は自社が中国政府に 
情報提供を行っていないとする強固な主張
を続けている。 

ファーウェイ西欧地域担当のティム・ 
ワトキンス（Tim Watkins）副総裁は BBC
ラジオに対して、「米国が主張するような形式で
中国政府と協力する義務をファーウェイ社は
負っていない」と述べている。 

ファーウェイ社の所有権について 
研究した学者等は同主張に疑問を抱 
いている。 

クリストファー・バルディング 
 （Christopher Balding）博士とデビッド・ 
ウィーバー（David Weaver）博士は 2017 年4 月に
共著で発表した報告書「Who Owns Huawei?
（仮訳：ファーウェイ社を動かしているのは
一体誰なのか？）」の中で、「ファーウェイ
社は自社を従業員所有企業と謳っているが、
この主張には疑問の余地があり、同社ウェブ
サイトに記載されている企業構造は誤解を招
く」と述べている。フルブライト大学ベトナ
ム校の経済学部准教授であるバルディング博
士とジョージワシントン大学ロースクール 
 （法科大学院）の研究教授であるウィーバー
博士は、ファーウェイ社は持株会社が 100％ 
所有しており、同社創業者の任正非最高経営
責任者（CEO）が持ち株会社の 1％ を所有し
ていると記している。持株会社の「工会委員
会（Trade Union Committee/日本の労働組
合に類似した組織）」と呼ばれる組織が残り
の 99％ を所有している。

中国では、組合員は工会委員会保有の資
産に対する権利を持たない。両著者による
と、ファーウェイ社が自社の「従業員株式」
と呼んでいるものは「実際にはせいぜい利潤
分配制度の約定金利」である。 

同報告書には、「中国の工会委員会の公
共性を考えると、工会委員会の所有権が本物
であれば、そして工会委員会と組合員が一般
的に中国で労働組合として機能しているので
あれば、ファーウェイ社は実質的に国営企
業と見なされる可能性がある」と記されて
いる。

任最高経営責任者の軍歴と中国共産党と
の関係からも疑惑が湧く。たとえば、インド
はファーウェイ社の製品を禁止してはいな 
いが、同国が領土紛争を抱える敏感な国境地
域の 5G 構築においては同社を締め出す 
計画を検討している。報道によると、富豪の 
任最高経営責任者と中国共産党の関係が 
その要因の 1 つとされる。ガーディアン（The  
Guardian）紙が報じたところでは、貴州省南
西部で貧しい幼少時代を過ごした任最高経営
責任者は最終的に重慶建築工程学院（重慶大
学）を卒業し、1970 年代に中国人民解放軍
に入隊している。1978 年には中国共産党に
参加し、1982 年に中国共産党第12回全国代

習近平中国主席にファーウェイ・ロンドン支社を案内す 
るファーウェイ創業者の任正非最高経営責任者（右）。 
AFP/GETTY IMAGES
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表大会に招聘されている。
より大きな脅威
多くの場合、ファーウェイ社への 5G ネット
ワーク構築委託の是非を問う議論では、論点 
が 2 つの潜在的リスクに集中する。さまざま
な報道によると、中国政府と密接な関係があ
る同企業は、重要な国家電気通信システムへ 
の窓口としての役割を果たすため、理論的に 
は危機や対立が発生した場合に重要なモバイル 
ネットワークを遮断する「キルスイッチ」 
を中国政府に提供することができる。

もう 1 つの懸念は、同企業が政府機密情
報や専有情報を入手する可能性である。2019
年 3 月、マイクロソフト（Microsoft）社は 
ファーウェイ製ノートパソコンの一部にバック
ドアの欠陥があることを明らかにした。 
バックドアにより、コンピュータの情報への不正
アクセスが可能となる。マイクロソフト社は
ファーウェイ社に欠陥を通知し、2019 年 1 月
9 日にファーウェイ社がパッチをリリースし
たと述べている。マイクロソフトのエンジニア
が不審なコードを追跡したところ、PC 

Manager と呼ばれるデバイス管理ソフトウェ
アがファーウェイ製 MateBook にプリインス
トールされていることが発覚した。同ソフト
ウェアには元々、権限のないユーザーがアク
セスレベルをアップグレードできるドライバ
ーが含まれている。 

英国に所在するサリー大学のコンピュー
タセキュリティ専門家であるアラン・ウッド
ワード（Alan Woodward）教授は BBC ニュ
ースに対して、ノートパソコンのバックドア
は製造段階で設けられたものであると話して
いるが、これがどのような方法で導入された
かは不明である。ウッドワード教授はバック
ドアが中国政府または同企業によって意図的
に導入された証拠はないとしながらも、 
 「ソフトウェア設計プロセスでこれがどうして見
つからなかったのか？」という疑問が残ると
述べ、「こんなことが起こっては [ファーウ
ェイ社の] 訴訟問題に悪影響が出て、同社に
対する懸念が高まるばかりである」と指摘し
ている。

しかし、中国に絡む情報セキュリティの

40 IPD FORUMFORUM
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懸念に関しては、ファーウェイ社は氷山の
一角に過ぎない。2018 年 6 月に発表された
報告書「How China’s Economic Aggression 
Threatens the Technologies and Intellectual 
Property of the United States and the World 
 （仮訳：中国の経済攻勢が米国や世界の技
術・知財をいかに脅かすか）」によると、 
中国は自国の将来的な経済成長の推進に役立
つ新興のハイテク産業を狙っていると、 
通商製造政策局（OTMP）は考えている。
この企みを達成するため、中国政府は国家 
ぐるみの知財窃盗、サイバースパイ、 
輸出規制法の回避、偽造、海賊行為に従事 
していると、同報告書には記されている。 

中国が用いる最も一般的な戦術はサイバ
ースパイだが、先進技術が物理的に盗 
まれることもある。オーランド・センティ
ネル（Orlando Sentinel）紙が報じたところで
は、2016 年 9 月、違法に配送するという手口
およびスーツケースに隠して運搬するという
手段を用いて潜水艦用の部品を中国の大学に
届けた容疑を問われた中国人女性に対して、
米国連邦判事は約 2 年間の懲役刑を宣告して
いる。判決当時 55 歳であったセントラル 
フロリダ大学の元従業員、エイミン・ユ 
 （Amin Yu）は、中国政府の下で行動してい
る事実を隠蔽した容疑および中国に配送した
ものについて虚偽の発言をした容疑で追訴さ
れている。ユ容疑者は外国代理人として登録
せずに海外に商品を輸出した罪および国際 
的なマネーロンダリングを企てた罪を認め 
ている。米国地方裁判所のロイ・B・ダルトン 
・ジュニア（Roy B. Dalton Jr.）判事はユ 
容疑者に対して懲役 21 ヵ月の有罪判決を 
宣告した。

多くの場合、軍事的狙いが中国のハッカ
ーの照準となる。2018 年 7 月、ボーイング社
などの米軍請負業者のネットワークハッキン
グに共謀した罪を認めた中国の実業家、ス・
ビン（Su Bin）被告に対して、米国連邦判事 
が懲役 4 年ほどの刑を宣告している。ビン受刑者
は 2008 年から 2014 年の間に少なくとも 
10 回は渡米しており、中国に拠点を置く 2 人
の共謀者と共にデータ窃盗を働いた。共謀者
等は判明していない。この 3 人にかけられた
のは、C-17 軍用輸送機、F-22 戦闘機、F-35
戦闘機に関する計画の軍事機密情報入手容疑
である。

ファーウェイ社の事業拡大に伴い、同社
を見る世界の目が確かになりつつあるが、 
ポーランドで同社現地法人社員の 1 人がスパイ 
容疑で逮捕された際も、同社はまた広報合戦
を繰り広げた。

ニューヨーク・タイムズ紙が伝えたとこ
ろでは、ポーランド当局は中国政府のために
スパイ活動を働いた容疑でファーウェイ社の 
中国人従業員を含む 2 人を逮捕した。ポーランド
の現地テレビは、ファーウェイ社従業員 
は北京外国語大学でポーランド学を専攻し、
ポーランドのグダンスクにある中国領事館に

勤務した経歴があると報じている。 
事件への対応として、ファーウェイ社は

同従業員を解雇した。AP 通信が報じたと
ころでは、同社は、「ポーランドの法律に
違反した容疑で逮捕された王偉晶（Wang 
Weijing）容疑者を当社の労働契約の条件に
従って解雇することにした」と述べている。
ポーランド当局の発表によると、元中国外交
官である王容疑者と共に、政府で何回か最高
レベルのサイバーセキュリティ職務に就いた
経歴を持つポーランド人サイバーセキュリテ
ィ専門家が逮捕されている。

ファーウェイ社は王容疑者の行動は「当社 
とは関係はない」と主張し、「今回の事件 
が世界における当社の評判を落とした」こと
を解雇の理由と説明した。しかし、こうした
同社の主張は、同社を国家安全保障リスクと
見なす諸国の懸念払拭にはほとんど役に立た
なかったようである。

2019 年 5 月、NATO のイェンス・ストル
テンベルグ（Jens Stoltenberg）事務局長は 
英国の指導者等に向けて、5G ネットワーク構 
築を中国企業に委託するリスクについて 

警告したが、すべての NATO 加盟諸国は自ら 
選択を下す権利を有していることは認めて
いる。 

フランス通信社の報道によると、 
ストルテンベルグ事務局長は、「そうは 
言っても、NATO 加盟諸国は安全な 
ネットワークの確保を念頭において決定 
を下すことが重要である」と述 
べている。  o

中国広東省 
松山湖にある 
ファーウェイ本 
社開発拠点の
5G テスト 
センターで働く
エンジニア。
ロイター
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ラウィの戦いがピークを迎えるま
でに、ジハード主義の戦闘員は 
1,770 人以上の民間人の人質を取
り、フィリピンの 2 番目に大きな
島であるミンダナオ島の南部の
街を支配した。一部の人質はすぐ

に殺され、その他の者たちは人間の盾として使用され
た。また、爆発物の製造、トンネルの掘削、物資の確
保に従事させられた者もいた。

戦闘勃発の数ヵ月前の 2017 年 5 月 23 日、イスラム
教徒の包領への最初
の侵攻があった。 
その前にフィリピン 
政府軍は、フィリピン
を拠点とする過激派 
アブサヤフのリーダー
であるイスニロン・ 
ハピロン（Isnilon 
Hapilon）の捕獲に 
失敗していた。イラク
とシリアのイスラム
国 (ISIS) は、ハピロ
ンを、東南アジアの
首長または司令官、
あるいは少なくと

も、イスラム国・東アジアが勢力を伸ばしていた 
フィリピン、インドネシア、マレーシアを包含する 
地域の首長として任命した。

フィリピンの反政府勢力で構成され、ラナオ・デ
ル・スール州に拠点を置くマウテグループは、その 
2 年前に ISIS とハピロンに忠誠を表明し、東南アジア
でのカリフの地位の確立を支援しようとしていた。 
アブサヤフのメンバーでマウテの指導者であるオマルと
アブドゥラ・マウテ（Omar and Abdullah Maute）、 
および ISIS とつながりを持つ他のフィリピンや他国の 
反政府者たちは、州の首都マラウィの占領を計画した。

2019 年 5 月 23 日、マラウィの破壊された建物の間を通るフィリピン
軍の兵士たち 。フランス通信社/GETTY IMAGES

FORUM スタッフ

第二次世界大戦以降もっとも
大きなフィリピンでの 
軍事事件から学んだこと - 
ダニーロ・G・パモナグ 
 （Danilo G. Pamonag）中尉 
 （注：現在は退役） 

マ

ダニーロ・G・パモナグ中将は 2019 年 1
月に引退した。フィリピンの軍隊



ロドリゴ・ドゥテルテ大統領が、「テロリスト 
からの解放」を発表した数日後の 2017
年 10 月21 日、マラウイで整列する 
フィリピン海兵隊。ロイター

この事実はのちに映像証拠として明らかにされた。 
武器や物資は街中のあらゆる場所に隠されていた。

統合された反政府勢力は、5 月にハピロンが捕獲の
危機を逃れたその日に攻撃を開始し、マラウィで ISIS 
旗を掲げた。政府の統計によると、彼らは建物に放火
し、教会を冒瀆し、20 万人以上の人々が家を追 
われた。 

フィリピン国軍（AFP）の南ルソン司令部のダニー
ロ・G. パモナグ（Danilo G. Pamonag）中将は、都市
を奪還するためには、マラウィの人質を過激派から 
解放しなければならないことを知っていた。彼は、最初
にフィリピン軍の現場司令官として従事した 2013 年 9
月のサンボアンガ市の戦闘において、ミンダナオ島の
人質を解放した経験があった。前回の戦闘では、彼の
指導の下、フィリピン軍の兵士たちは、モロ民族解放
戦線の派閥から 197 人の人質のうち 195 人の安全を確
保した。そして 10 万人以上が家を追われ、数人の民間
人が殺害された紛争は3週間足らずで終止符を打った。 
 「完全な勝利でした」と、パモナグは述べている。

しかし、2 回目の任務であるマラウィの戦闘はそう
簡単ではなさそうだった。フィリピンのロドリゴ・ド
ゥテルテ大統領は、開戦の日にミンダナオ全土で戒厳
令を宣言しており、戦闘は数ヵ月間続くと思われた。

 「他国のテロリストの関与、また彼らと自国のテロ
リストとの同盟関係により、戦闘はさらに困難になり 
ました。2013 年のサンボアンガ紛争の時と比較すると、 
マラウィの戦いにおける敵のテクニックと戦術も 

さらに向上していました」と、パモナグは述べる。
つまり、彼は、第二次世界大戦でのマニラ戦以来最

大となる都市部での任務を指揮する事になるかもしれ
なかった。（彼はザンボアンガでも2番目に大きな任務
を指揮した。）

敵の戦術 
武装勢力は戦略的な理由からマラウィ市を選んだ。 
国の最貧地域の 1 つであるマラウィ市では、「法」 
というものが機能していない上に、市がイスラム教の排他
性の伝統を長く掲げ、外部からの影響を退けてきた。
は、国内で唯一のイスラム都市と宣言されており、 
占領時、99％ 以上がイスラム教徒だった。フィリピン 
の総人口の約 11％ がイスラム教徒であるが、ミンダナオ
では 23％ となる。40 年以上に渡り、ミンダナオ島全体
のイスラム教徒の各派は、しばしば暴力的な手段を通
じて、フィリピンからの独立を求めて来た。非政府組
織である ICC (国際危機グループ)の分析によると、 
バンサモロとして知られる新しい自治地域をミンダナオ
に作るため、2014 年に署名された最新の和平合意の 
実施が停滞しており、反政府軍はイスラム教徒のその
鬱積した不満に着目した。

ジハード主義者たちは、マラウィで人質をとること
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に加え、AFP 軍が以前に遭遇したよりも高度な戦術、
技術および手法を採用した。反政府軍は強力な狙撃銃
と照準器を備えており、前進する軍隊を減速させた。
彼らは、建物に膨大な数の即興の爆発装置を埋め込
み、さらに政府軍に有効だと思われるあらゆるアプロ
ーチも実施した。軍隊の配置の偵察にはマルチロータ
ー・ドローンが使われた。部隊防護や暗視ゴーグルな
ども使用された。反政府軍はまた、マラウィ市を囲む
フィリピンで2番目に大きな淡水湖であるランナ湖を泳
いで渡れるようにボートでさえも利用した。

パモナグによると、武装勢力は都市部の戦闘でスク
ーリングも実施したという。彼らは建物の壁を破壊し

て突破し、場所を移動した。彼らは、米国とオースト
ラリア軍からも援護を受けたフィリピン空軍による空
爆から身を守るため、地下室と地下トンネルも使用し
た。移動と撤退の間、反政府軍は建物を燃やして敵を
隔離し、偵察も妨害した。戦闘における持久力を維持
するため、違法薬物が使用された。彼らはより多くの
支持を得るために、ソーシャルメディアも利用した。
より過激になった反乱者たちは、聖戦という大義のも
と、過去にフィリピン軍が対峙した反政府軍よりも 
残忍な行為をしていた。「彼らの行動は次第に人間性や
慈悲の念から大きく逸脱して行き、どんどん残忍さは
増していきました。「彼らは死んだ兵士を焼き払い、
首を切り、女性の人質を強姦し、信仰テストにパスで
きなかった非イスラム教徒の人質も次々殺して行きま
した」とパモナグは述べた。 

都市部の対抗策 
しかし、パモナグは過激派たちを出し抜く方法を何と
か見つけようとした。「私たちは多くの革新的な方法

を行いました。それらは私の秘密兵器となりました。
洗練された武器はなくとも、多くの工夫を凝らしまし
た」 

パモナグが従えた兵士たちは、例えば重要な人質 
グループを見つけるためにドローンを使った。フィリ
ピン軍の兵士たちは、携帯電話をドローンに括りつ
け、携帯電話の取扱説明書とロープを切断する為のナ
イフも添えた。携帯電話には 1 つの番号が登録されてい
た。その日の午後、人質から電話が掛かってきた。真
夜中までに、フィリピン軍は 18 人の人質を救出した。

 「大きな進展でした。この作戦によって戦場のより
詳細な情報、例えば人質が誰であるか、どこに隠れて
いるか、またリーダーが誰であり彼らが日中何をして
いたか、を知ることができました。それまでは、軍は
限られた情報に基づいて行動していた。

都市環境での戦闘は、フィリピン軍兵士にとって大
きな挑戦でもあった。

 「市街地での戦闘は複雑で、従来の戦闘よりも困難
です。フィリピンの治安部隊は、主にジャングルでの
戦闘のための訓練を受けています。新しい都市と人口
の多い環境で敵と戦うには、異なる考え方、異なるア
プローチと手段が必要なのです」とパモナグは述べて
いる。

例えば、マラウィでは、間接的な火器である105 mm 
の榴弾砲は役に立たない。「敵との距離が 100 メート
ル以内の場合、ああいう武器は使えないのです。私た
ちの戦いは建物間で行われていたからです」

フィリピン軍の兵士たちは、ラーメンのプラスチッ
クパッケージを用いて、間接火砲を直接火砲として使
えるように加工した。「軍の中には都市部での戦闘経
験を持つ部隊もいましたが、都市戦線の訓練を受けて
いない者たちは、最初に戦いの中心地で1週間の訓練を
受けました。しかし最初は知識がなかったため、彼ら
は直ぐには戦力になりませんでした。だから策を講じ
たのです」とパモナグは説明する。「私たちは都市部
での戦闘のための新しい技術と手順を早急に採用する
必要がありました。しかし、敵がすぐそこに迫ってい
る状況で、戦う方法と手段を変えることは決して容易
ではありません」

道路も装甲車が通れるような状況ではなかった。 
フィリピン軍の兵士たちは、建物の2階に武器を配置 
するための傾斜台を作り、より高い視点から敵を狙 
えるようにした。

 「武器の洗練によって勝利が達成されることは決し
て多くありません。私がその時に持っていた最も強力
な武器は、兵士たちが任務を成し遂げるための革新、
創意工夫、イニシアチブ、そして順応性でした。敵の
予測を不可能にし、進化する紛争に適応するために
は、あらゆる方法を革新し、より賢明で機敏でなけれ
ばなりませんでした」とパモナグは述べている。

献身的な兵士たち 
フィリピン軍の強い意志と慈悲の心は、ISIS の残忍さ
に負けなかった。「成功のもう1つの鍵は、戦うことを
固く決意し、国の主権のために立ち上がり身を捧げた
兵士たちの『心』でした。負傷した 2,000 人の兵士のう
ち、70% が戦場に戻って、再び戦闘に参加 
したのです」とパモナグは述べた。

市街地での戦闘は複雑で、 
従来の戦闘よりも困難 
である。フィリピンの 
治安部隊は、主にジャングル 
での戦闘のための訓練を受け
ている。新しい都市と 
人口の多い環境で敵と戦 
うには、異なる考え方、 
異なるアプローチと手段が 
必要である。

中将（退役）ダニーロ・G・パモナグ
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兵士たちの決意は固かった。「彼らの献身を感 
じました。病院に行くたびに、怪我の状態を尋ねつつ
彼らと話をしました。彼らは戦闘に戻りたいと言 
っていました。無断で病院を抜け出して、戦場に戻 
った兵士までいました」

ドゥテルテ大統領の存在も大きかった。「ドゥテル
テ大統領は戦場まで出向いてくれました。激しい戦闘
の場に大統領を迎えるのはとても恐ろしい事です。 
そんな危険な場所に。それでも大統領は、兵士たちと 
話すだけでなく、銃擊にも参加しました」とパモナグは
言う。ほとんどの国では、「戦地内にヘルメットを被
った大統領が来るなんてあり得ない事です。その行動
に私たちは駆り立てられたのです」

ターニングポイント 
一番最初の人質グループの救出は、戦闘における転換
点となりました」と、パモナグは語る。「最初の 2 ヵ
月間は、戦地で何が起こっているのかまったく分かり
ませんでしたが、人質の救出に成功して初めて、私は
勝利が手の中にあると感じました」

パモナグは、その経験がザンボアンガのそれと似て
いると述べた。人質が解放されると、彼は勝利を信じ
られるようになった。「マラウィの戦いの時も同じで
した。その2ヵ月後には、はっきり勝利を確信していま
した」

しかし、人質の救出は容易ではなかった。「人質が
戦闘地域から出られるように、私たちはピース・コリ
ダー（非戦闘安全地帯）を設けました。それによって
私たちは 3 度救出を行いましたが、釈放された人質の
大半はイスラム教徒でした」反政府軍はキリスト教徒

の人質は保持していた。イスラム教徒だけがその短期
間の停戦中に解放された。これによって、民間人に対
する宗教的権威がより強化された。反政府軍はしばし
ば、人質にイスラム教の聖典や祈りを暗唱するように
強制し、それが出来なかった場合には即座に殺したと
いう。

フィリピン軍の指導者たちは、戦闘中心地域に閉じ
込められた兵士や民間人の死傷者を最小限に抑え、 
また建物や土地などへのダメージもできる限り抑えよう 
としたため、軍事作戦は長期化した。「マラウィには
35 のモスクがありましたが、私たちはそれらのどれも
爆撃しませんでした」、とパモナグは述べた。

パモナグによると、紛争が終結する前に、フィリピン軍
の兵士は 1,777 人の民間人を戦闘地帯から救出した。2017
年 10 月 17 日、約 5 ヵ月間の戦闘の後、ドゥテルテ大統領
はマラウィ市のテロリストからの解放を宣言した。 
その前日、フィリピン軍は、反乱軍の指揮官としての 
重要人物であるハピロンとオマール・マウテを殺害した。
ISIS とマウテグループの指導者たちは既に力を失って
いたが、目の届かない小競り合いのいくつかは、 
まだあと1週間ほど続くと思われた。

2019 年 5 月 11 日、ラナオデルスル州マラウィのグランドモスク 
の屋上を歩くフィリピン軍兵士。ロイター

イスラム国によるマラウィ侵略から 2 年経った今も、都市の多くの
部分はまだ廃墟の状態である。フランス通信社/GETTY IMAGES
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2017 年 10 月 23 日、マラウィは公式に奪還された。
最初の侵略からちょうど5ヵ月経った日、フィリピン
軍の兵士が黒い ISIS 旗を破壊し、フィリピン国防長官
デルフィン・ロレンザナが戦闘の終了を発表した。紛
争の初期に逃亡した数名を除き、反乱軍の指導者は全
員殺害された。

 「その数名は、最初、十分な人員がいなかった頃に
逃亡した者たちです」、とパモナグは言う。AP 通信
によれば、逃げた者たちの中には別の ISIS 系グループ
のリーダーであるアブ・ダールがいた。彼は東南アジ
アの ISIS の首長としてハピロンの後を継いだが、その
後、2019 年 3 月に殺された。
大部分の人質を避難させることに加えて、フィリ 

ピン軍はマラウィの紛争も地域内に抑え込み、他の 
地域へ影響が広がるのを防いだ。フィリピン軍はま
た、反政府軍から分裂した他のグループが再び過激派
に参加し、その勢力がさらに増すのも食い止めた。これ
らのすべてが、フィリピン軍の戦略として練られたも
のだった。フィリピン軍の兵士は、インド人、インド
ネシア人、マレーシア人、モロッコ人、サウジアラビ
ア人、イエメン人を含む合計 32 人のテロリストを殺し
た。彼らはまた、850 以上の強力な火砲、およびその
他にも 100 余りの武器を没収した。

 「私たちの成功には多くの要因があります」、と 
パモナグは言う。「多国間的および省庁間的アプローチ
により、私たちはすべての協力者たちの力をうまく活
かすことができました。中央および地方政府機関や 
国内外の非政府組織に協力を求め、またあらゆる政府的
手段を駆使することにより、人々の支持を勝ち取るこ
とができます。その一つ一つが重要な役割を持ってい
ます」と、パモナグは言う。「彼らに、各自が私たち
のミッションに欠かせない一員である事を理解しても
らうことで、私たちは作戦を確立して行使することが
できたのです」
マラウィの人々は重い代償を払ったが、長期にわた

って同情を受けると思われる。フィリピン軍兵士とフ
ィリピンの警察官が少なくとも 165 人、また民間人 87
人がこの戦闘で死亡した。また 40 万人を超える人々が
都市および周辺地域から逃げ出し、その半数は国内避
難民（IDP）となった。都市の一部は破壊され、他の
地域は不発弾により居住不可能になった。

 
再建の取り組み 
マラウィの奪還から 2 年以上が経った今、復旧、再建
が進んでいる。20 万人もの国内避難民のうち、かなり 
の数がまだ帰郷しておらず課題は残る。報道による
と、 
多くの避難民はミンダナオの豊かな天然資源 
 （天然ガスなど）を狙う中国の合弁企業が再建を託 
される事になれば、結局は家に戻ることができな 
いのではないかと懸念している。

戦闘の余波においても、フィリピン軍の兵士は重要
な役割を果たしている、とパモナグは述べる。「復旧
と再建が行われている間、フィリピン軍は国内避難民
の過酷な生活をサポートし、危険から守り、さらに 
主要な戦闘エリアだった場所を整え、コミュニティを 
安全に保っています。軍は、今後この種の紛争が二度と
起きないよう常に警戒するでしょう」
特に特殊部隊は、復興においてコミュニティの防衛

確立という役割を果たすことができる、とパモナグは
付け加えた。「平時には、彼らはコミュニティを保護
して復興と再建の仕事を引き受けることで人々と深い
信頼関係を結ぶことができます。紛争後、民軍はまず
戦闘による影響を緩和する事から復興を始めますが、
その活動は紛争後の状況下で非常に効果的です」

ISIS と、それに関連する内部過激派グループに関し
ては、依然として同じイデオロギーを保持しているた
め、フィリピンは目を光らせていなければならない、
とパモナグは述べている。「彼らは今休止状態にあり
ます。そのため表面的には鎮圧されたように見えます
が、水面下では彼らの洗脳活動は続いています」 
 「あらゆる階層の政府機関、およびすべての利害関係者を
巻き込んだ政府全体としてのアプローチが必要です」
テロとの闘いにおいて、フィリピンは依然として

他国の支援や協力を必要としている、とパモナグは言
う。フィリピン政府は、ミンダナオの戒厳令を 2019 
年末まで延長した。

紛争の余波
パモナグは、2019 年 1 月に軍を引退した。彼は 
これからも自身が統括した 2 つの戦いを忘れないだろう。
ザンビオガとマラウィは「人生を変える 2 つの事件」
だった。
彼が軍隊に入ったのは、最も高貴な職業だと信じて

いたからである。「私が軍に参加したのは、父親も 
軍人だったからです。私は7人きょうだいの末っ子で
した。一番上の兄も軍隊にいました。生涯軍隊に仕え
ることは非常に高貴な事だと信じています。なぜなら 
自分自身の人生を捧げられるような職業は多くはないか
らです」

 「私にとって軍隊に入ることは最善であり、その 
選択は最高の決断でした。私は、37 年と 8 ヵ月、軍隊に 
仕えましたが、軍隊に参加したことを後悔した日は
1日もありません。軍隊は私という人間を完成させて
くれました」
軍から引退したその日、パモナグは、軍隊での貴重

な経験を活かせるよう、フィリピンの社会福祉部で新
たな仕事を得た。「私たちは人々の気持ちを理解する
必要があります。貧しい人々がどのように生きている
かを知らなければなりません。「私には貧困地域に出
向いた経験があります」、とパモナグは言う。「戦闘
将校だった私が現在はソーシャルワーカーになり、 
人々が幸福に生きるための環境を作り、福祉や開発を
進めるために働いています。この仕事は私にとって非
常に新鮮でとても楽しいものです。福祉の手をさらに
拡げることで多くの助けを必要としている人たちを救
い、フィリピンの人々の役に立っていけたらと願って 
います」  o

家を追われたマラウィ市民たちが、2019 年 6 月 5 日、仮設テント 
にてラマダンの終わりを祝う様子赤十字国際委員会は、飲用水の 
確保、現実的な生計手段、永住施設が避難者にとって最も差し迫 
った問題であると述べた。フランス通信社/GETTY IMAGES{
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ジェイク・エルウッド少将/オーストラリア陸軍
写真：オーストラリア連邦/防衛省
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 「我々は、ルールに基づいた国際秩序への圧力が強
まる中で、厳しい競争にさらされています。この
ような状況下、私たちにはチャンスがあります：
もし私たちが生来持っている可能性を活かしたい
なら、全体の繁栄を目指すべきである、というの
がオーストラリア陸軍の今後のコンセプトであり 
 「加速する戦争（Accelerated Warfare）」の責任者
の意見です。

世界はこれまで以上に相互が繋がり合い、 
加速的なペースで変化している。そこに存在する
リスクと機会を考えると、協力の実現のために 
現場を最適化することは重要なテーマ 
となります。

オーストラリア陸軍第1師団の司令官として、
私は既知の、あるいは不測の作戦のための 
陸軍人員と部隊の準備と認定に従事しています。 
また、2018 年 11 月に任命された新たな役割として、
東南アジアおよび南西太平洋におけるすべての 
国際陸軍活動を計画および指揮するリーダー 
でもあります。同時に、オーストラリア 
国防軍 (ADF) の展開軍本部において、共同作戦の 
責任者に対しても連帯責任を負うことになります。
この役割において、私は国内外の大規模あるいは
小規模な共同作業部隊 (JTFs) を発動する責任 
があります。

この任務遂行として、最近では、クイーンズランド
州で行われた連邦競技大会のような主要な国際 
スポーツイベント、およびパプアニューギニア 
でのアジア太平洋経済協力や、ソロモン諸島 
における選挙関連のいくつかの国際政治活動を 
支援した。

これらはすべて大きな成功を収めた。チーム 
としての、また個々のスタッフの素晴らしい仕事
の結果である。

2019 年 7 月、私の本部は、タリスマン・セイバー
 （Talisman Sabre：日豪米共同訓練）において多国
籍共同部隊を指揮した。JTF は 33,000 人の兵士、
船員、飛行士と、250 機の航空機、50 隻の船を持
つ。タリスマンセイバーは、半年に一度行われる

合同訓練活動であり、同盟国および協働国と連動
したオーストラリア軍の高度で堅実な戦闘能力の
実践の場である。

2019 年 1 月、私の在籍する本部は、共同事業の
責任者から追加任務を任命されました。それは、
南西太平洋内すべての強化地域での軍事活動に 
おいて、オーストラリアが関わるすべての活動を
計画し、指揮するというものでした。うまく行け
ば、共同作業におけるビジョンをどう共有し最適
化するかについての議論を喚起できるのではない
かと思っています。これは、地域内で私たち全員
が直面する問題やリスクを軽減し、機会を活用す
る上で重要である。

増幅する脅威 
現在、協力の必要性が今までよりも高まっているか
について疑問を抱く者もいるでしょう。しかし、 
いくつかの要因はそれを示唆しています。 

インド・太平洋諸国は、協力と情報共有がごく
一般的になされる地域を構築する必要がある

2019 年 4 月、ガリポリ半島バラックで行われた訓練の後、 
バグダッドから北に 20 キロ離れたタジ軍事施設に配備された
オーストラリア軍のためのパレードにおいて、敬礼する第 1 
師団のジェイク・エリウッド司令官
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直面しうる脅威について考えることは、その理由
を理解するための第一歩となります。

一例として、フィリピンの反政府勢力によって
もたらされる脅威を考えてみます。過去にさかの
ぼると、彼らの大部分は組織的、地理的、文化的
に隔離されていました。彼らはさまざまな時点を
経ながらも継続的な脅威を持ち続けているが、 
かつては過激思想が始まり、発展して行くのは 
地域の内部であり、訓練や活動も地域ベースでした。
しかし、さまざまな証拠が状況の変化を示してい
ます。むしろ、彼らは現在、地域的にもまたグロ
ーバルにも繋がり合い、より結束の固い組織とな
りつつあります。組織を構成する多国籍のメンバー
は、テロ行為を行うとは限らず、単に各ローカル
グループの動機付け、情報提供、トレーニング、
装備などを支援する活動をしている場合も多いで
しょう。現在、危険な過激思想を持つ者たちは、
国家を弱体化させるために「劇場を設定する」 
ことを進めている。彼らは、今や技術と近代的相
互接続性によって、地理や国境、あるいは文化的
な違いなどの、過去の阻害要因から解放されたの
である。新しい繋がり方は、急進的イデオロギー
の影響を加速させ、従来の局所的な問題を国際的
な問題に変えました。

新しい通信技術のアクセシビリティを利用した
過激派が、これまで想像もできなかった距離感と
政治的、社会的、文化的障壁を越えて協力し合っ
ている事を示す多くの証拠があります。さらなる
懸念は、繋がりがますます進む世界では、もはや
国境は明確でなく、国を越えた犯罪が頻発してい
る事です。

暴力的過激派組織か、純粋に組織化された犯罪
カルテルのどちらが指揮しているかを問わず、 
武器と麻薬の不法な国際貿易、人の密輸、マネーロ
ンダリングや知的財産の窃盗などが、すべての国

の国家主権を侵食し、より広い範囲でインド太平
洋地域の友好と安全を侵害しています。 

インド・太平洋地域の秩序の確立は、該地域に
住む数十億人の住民に記録的な発展と繁栄をもた
らして来たが、非国家系組織に限らず、国家系 
組織もまたこの秩序を脅かし始めています。

国家はまた、他の方法で、東南アジアと南太平
洋諸国の最良の集団的利益とは言えないような 
行動を取ることもあります。例えば、他国の 
領土支配の目論見に対して、国際規範を無視したほぼ
強制に近いような圧力は、私たち全員が反対しなけ 
ればなりません。国際的な構造における国家の 
主権、民主主義、自由は、いかなる対価とも交換で 
きないでしょう。個々の国単位ではこれらを保証
するのが難しい場合もあるが、協同的な集団とし
てはあらゆる事が可能です。

さらに、国家組織や非国家組織以外の脅威もま
た、懸念の対象となっています。気候変動を信じ
るかどうかは別として、極端な気象現象は増加し
ているし、その他にも海面水位上昇や砂漠化、 
海洋の酸性化などが、今後もこの地域にますます
影響を及ぼすことになるでしょう。

また、台風、地震、津波など、長い間インド・
太平洋での生活を特徴付けてきた他の自然現象に
ついても、忘れるわけにはいきません。しかし、
該地域内の人口は継続して増え続け、大きな惨事
をさらに拡大することになります。一部の専門家
は、この人口増加が自然災害の影響を10倍に増殖
させることを示唆しています。

脅威の源（非国家、国家、環境）に関係なく、
インド・太平洋地域に住む私たちは、生活の安定、 
安全、繁栄にもたらすあらゆるタイプのリスクを
無視することはできません。こうした脅威に 
おいて、協力は当然でありかつ最適化されているが、
その方法についてもはるかに迅速でより効果 
的にできるはずです。常に、災害を受けた国は、
その困難に立ち向かうべく素晴らしい行動をとる
が、友人としての諸外国からの多くの支援も、 
被害国にのしかかる負担を軽減するためには欠かせ 
ないものです。

与えられた機会 
この地域には、世界最大の 10 の軍隊のうちの 7つ、 
世界のトップ 10 大都市のうちの9つ、さらに世界
のトップ 3 の経済圏が存在しています。つまり、
どう考えても、利用可能な資源や協力の可能性は
ほぼ無限であると言えます。協力のためには、 
政策や資源の閾値が異なる事に各国が留意しなけれ
ばならないとしても、最適化された協力によって
大きな利益が得られることは確かです。国が共存
すれば、多くの利益が得られると同時に失われる
ものもありますが、協力は確かな道筋なのです。
これらの不可侵な原則に対する脅威がどういった
ものだとしても、協力は主権が保証され、国際的
なルールと規範が保護されている繁栄した地域を
維持するために最も強力な方法です。重要なの

2019 年、サザン・ジャッカルーと呼ばれる、日本の陸上自衛隊
と米国海兵隊との三国間演習において、射撃訓練中の兵士に 
指令を出すオーストラリア陸軍司令官



2019 年 6 月にオーストラリアのクイーンズランド州ショールウォーターベイ訓練場で行われたカラバルー演習での 
模擬攻撃訓練中に、米海兵隊の MV-22 オスプレイ機から降りるオーストラリア陸軍とフィリピン軍兵士
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2019 年 3 月、ビクトリア州パッカパニャルで毎年開催されているオーストラリア国防軍の射撃競技会に
参加したパプア・ニューギニア防衛軍の兵士
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は、協力を最適化するための現場構築を理解し、
危機的な脅威や活動から私たち全員を保護し戦略
的衝撃に耐えられるようにする事です。このよう
な道筋の特定と採用は、グローバル化した経済の
戦略的自由を高め、確実で繁栄した未来を支える
のに役立ちます。

可能な経路 
協力が当然のこととして行われる地域の探求が私
たちの利益になる根拠最も難しいのは、軍の成功
のための条件を決める事です。これに取り組むに
当たって、オーストラリア軍(私が最もよく知って
いる軍隊)と、この集団的な取り組みに向けて起こ
りうる変更に焦点を当てます。

地域全体で安全保障協力を促進してきた経緯を
振り返ると、彼らは常に善意を持って取り組んで
はいましたが、時には焦点がぶれ、一貫性に欠け
ていた事もありました。我が軍の、過去数十年に
わたる中東での仕事のペースは速く、そのために
地域の同志たちと積極的に関わり続ける能力は 
十分とは言えませんでした。私たちが関与した活動 
においては、その業務は熱心な取り組みというよ
りはやや慣習的で、そのため効果と影響は高くあ
りませんでした。

協力を最適化する最大の課題の 1 つは、個人的 
な関係をどう発展させるかです。人と人との繋 
がりが、信頼と理解を生み出す促進剤となる事は
周知です。オーストラリア軍では、主要なリーダ
ーたちだけが限られた慣習的関係を持っていまし
た。つまり、上級指導者たちのごく少数のみが 
集中的に注目をされていたが、組織的には散発的で
した。

つまり有意義な関係の発展は難しかったので
す。私たちが既に知っているように、関係は信頼
の速度に即して構築されます。つまり信頼には時
間が必要です。これはある重要なテーマを示唆し
ます。つまり、人同士の最適な協力のための条件
をどのように設定するのか？という疑問です。 
それを達成する最初の手段として、まずは時間を
かけて関係を構築することです。

重要な責務 
キー・リーダー・エンゲージメント（Key Leader 
Engagement (KLE)：リーダーの鍵となる責務)は 
最初のステップです。KLE は、共有されている 
利益がどこに存在するのか、どのように利益を追求 
するのかを指導者に理解させる上で重要です。 
私は、相手のコミュニティの中で同等の役割を持つ
者との会合に時間をかけることにしました。両者
に共有されている問題が発見できれば収穫となる
からです。私たちは皆、それらを異なる角度から
見ています。これらの異なる視点を組み合わせる
ことで、問題解決の効率は飛躍的に上がります。
最近行ったパプアニューギニア、インドネシア、
マレーシア、東ティモールの友人との交流は、私
が直面している問題を理解し、違った立場の視点

を知る助けになってくれました。
成長を続けるもう 1 つの機会は、個人同士だけ

でなく、地理的に広大な範囲でコミュニケーショ
ンを取る能力を強化する事である。かつて疎まし
かった距離は、もはや友好国や近隣国とのコミュ
ニケーションの阻害要因ではなくなっています。
携帯電話、ユニファイドコミュニケーション、 
テレビ会議、フェイスタイム、インスタントメッセ
ージ、ワッツアップメッセンジャーなどは、危機
発生時や限定された時だけでなく常時のコミュニ
ケーションを可能にします。

設定されたプログラムの時間以外でも、非公式
な手段を使用して、同志たちと常時連絡を取り合
う事を心がけました。これは、深い信頼関係をベ
ースにした関係をさらに長期にわたって発展させ
て行くために重要です。通訳が必要な場合は手配
すれば良いし、また新しいコミュニケーション技
術と通訳を組み合わせて使う事もできます。言語
の違いはもはや障壁ではありません。また、近い
将来まったく新しいコミュニケーションシステム
が出現し、相手との交流に通訳者の確保が必須で
はなくなるかもしれません。「インスタントイン
タープリター」などのテクノロジーは、人工知能
の能力が向上するにつれて、私たちが考えている
よりも速く実現するでしょう。タイムゾーンにつ
いてはまだ障壁となるでしょうが、最適化された
協力を実現するためには、少々睡眠を削ることは
わずかな負担です。 

情報共有 
また昨今、セキュリティ意識が拡がりつつありま
す。深い関係を築く上で障壁になるとしても、 
セキュリティ対策は必要なのかもしれません。 
オーストラリアは、他のすべての国と同様に主権情報
の分類レベルが異なります。当然、機密性の高い

2018 年の環太平洋演習中、オーストラリア海軍の水陸両用船 
HMAS アデレードから下船した後、砂浜に到着した米海軍の 
水陸両用攻撃車両
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情報は限られた人のみが知っています。情報は 
多岐にわたり、私たちはそれらを色々な相手とそれ
ぞれ違ったタイミングで共有します。しかし、 
私たちはそれがすべての軍隊が直面する限界である
ことも知っています。それは苛立つべきことで
も、協働国として不信感を募らせるようなもので
もなく単なる事実です。また同時に、司令官は常
に注意を払う必要があります。なぜなら多くは 
個人が判断する問題であり、どんな組織にも過度に
慎重な人間とルーズな人間がいるからです。 
どちらの国も困難な立場に置かれず、利益のサポート
と保護が保証され、協働国や友好国が必要なとき
に必要な情報を確実に受け取るためには秘訣があ
ります。

私は、常にチームに対してどうすればセキュリ
ティを保護するためのシステムと情報の変更が可
能かだけでなく、どうすれば協働国がタイムリー
に情報を知り、メリットを得られるかも問いかけ
ています。これは単純な問題ではなく、完全に 
 「解決」されることは決してありません。ただし、
適切なレベルで指揮官が常に注意を払うべき問題
です。不快感のないぎりぎりの所までは共有する

が、決してそれを超えないことが誠意ある協力の
姿勢です。

協力を強化する上でもう1つ重要な点は、実際
に協力し合い共に生き、共に勝利することです。
二国間及び多国間の研修は、このようなレベルで
の協力を可能にする素晴らしい方法を提供してく
レます。戦略的輸送の選択肢が限られていた 
オーストラリアにおいては、今まで研修は困難でし
た。しかし、新たな多目的水陸両用艦艇 (LHD)
と、強化された空輸機能により新しい展望が生ま
れました。今では協働国へ出向き、訓練を実施す
る事がはるかに容易に行えるようになり、また、
必要に応じてオーストラリアに呼ぶためのサポー
トもできるようになりました。これは重要な機会
であり、結果的に自国内での訓練に限定される事
なく視野を拡げ、友好国や近隣国と共にさらなる
高みを目指すことができます。

私たちがオーストラリア軍で見つけた重要な 
課題の 1 つは、ペースを管理する能力です。これは
交流したすべての国とは違っている点です。既存
の作戦、不測の事態への取り組み、絶え間ない訓
練、活発な国際的軍事活動プログラムなど、あら
ゆる要求が軍に突きつけられています。これ以上
を目指す事はできないが、現在のペースを保った
まま、もっと多くのことを達成できると信じてい
ます。未来の展望は、これまで国内で行ってきた
演習を融合して近隣の国と共同で行い政府全体の
参加を実現することです。

例えば、かつて国内活動において、水陸両用艦 
艇からの人道的活動を行うための水陸両用部隊を
訓練してきました。つまり、自然災害が頻発する
海外地域でも、協働国と共に人道支援や災害救助
訓練を実施できるはずです。他のオーストラリア
政府機関や協働国とのキャパシティ・ビルディン
グと並行して、地域コミュニティとのキャパシテ 
ィ・ビルディングも行ったとしたらどうでしょうか。
私たちは共同訓練および全政府訓練を成し遂げ、 
相互運用性を強化できるでしょう。さらに、緊急任務 
の際には、地域で連携した迅速な対応が可能にな
り、災害地域におけるキャパシティ・ビルディン
グを促進できます。このようなケースを例外では
なく通常のものとすることで、最適な協力のため
の実践理論が実現できます。

より深い関係の構築は、厳格な軍事関連の活動
として終始する必要はないのです。繰り返しにな
りますが、戦略空輸能力を強化させる事により、
関係を強固にするための活動を増やし、次第によ
り深い信頼関係へとシフトして行ければよいと思
います。このような活動は、商取引にとどまら
ず、より個人的な関係へと発展します。

スポーツ、音楽、その他の文化的・社会的活 
動は、より絆を強固にするために重要な役割を果
たします。2018 年、国防軍最高司令官が、私に 
ロンボクマラソンに参加するかどうか、より正確に
は私にそれが「可能」かどうかを尋ねました。 
ロンボクマラソンはインドネシア軍によって企画さ 

2018 年のアジア太平洋経済協力のリーダーイベントにおいて、
ポートモレスビー港に立ち入り禁止区域マーカーを配備する 
パプアニューギニア防衛軍隊員とオーストラリア陸軍兵士
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れたもので、インドネシアでの甚大な自然災害の
直後、観光の成長を促進するために開催されまし
た。私は喜んで参加しました。インドネシア軍 
 （TNI）の最高のパフォーマンスを見られる機会 
だと思ったからです。実際、彼らはコミュニティ
を支援するために献身し、地域の人たちから深 
い感謝を受けていました。また、現地で素晴 
らしい仕事をしていた復興部隊の優秀なメンバー
たちから直接話を聞く機会もありました。この 
活動は軍事的なものではないが、大きな意義 
がありました。そして、インドネシア軍は、 
尊敬と支持を表明するためにこのイベントに 
参加したオーストラリアのチームに謝意を伝 
えてくれました。

また、オーストラリア軍のミュージシャン 
たちは、トンガのグッドフライデーサービスなど、
さまざまな音楽イベントに参加したこともありま
す。このような個人的な繋がりを深める機会は、
私たち国民と国家の双方にとって意味深いもので
あることは確かです。そういった繋がりは、時に
義務上の繋がりよりも強いか、あるいは少なくと
もそれを強化します。何らかの形で任務上および
個人的な関係をより深くすることができれば、 
お互いへの感謝、理解、信頼は必然的に大きくなり
ます。これらは、必ず強い協調へと導いてくれる
確実な方法です。

同盟国、協働国、友好国との仕事 
協働のための現場を最適化することは、私たち 
全員が脅威を軽減して機会を活用し、また、最も
重要な事として、成功の鍵となる人と人との関係
を発展させるのに役立ちます。オーストラリア 
においては、これを達成するために強化された 
通信機能、戦略的モビリティを活用し、軍隊 
だけでなく政府全体に焦点を合わせた共同活動 
へのより協調的なアプローチを取って行く必要 
があります。そうすることで、国際ルールや規範
が重視される環境の中でも国民と国家の自由な 
権利行使を実現するための基盤を確立することが
できます。

私たちの任務は間違いなくチームで行うもので
あり、歴史を鑑みると共通の利益は協働によって 
最もよく得られることがわかります。インド 
太平洋地域は今後さらに重要になり、また難しい
局面を迎えます。しかし、協働が成功すれば直面
する課題において孤軍奮闘する必要はなくなるの
です。  o

ジェイク・エルウッド少将は、展開共同本部第1師団の司令官です。FORUM この 
記事は、2019 年 6 月の太平洋陸海空軍共同リーダーズシンポジウム 2019 (PALS 19)

でのエルウッド氏のスピーチを、雑誌のフォーマットに合わせて編集したものです。

2018 年の太平洋演習中、ハワイのポハクロア演習場で、攻撃の調整を行うオーストラリア陸軍兵士
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第一司令官ダト・アヌアル・ビン・ハジ・アリアス
が、王立マレーシア海軍特殊部隊を率いて新たな壁に立ち向かう

FORUM スタッフ

PASKAL
進化する
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FORUM：ご経歴についてぜひ教えていただけないで 
しょうか。海軍に惹かれた理由、そして何が成功の鍵 
となったと思いますか？

アリアス：私は子供の頃から海軍への入隊を希望 
していました。1972 年に開催された展示会のある晴 
れた日に、初めて海軍に触れる機会に恵まれました。
白い制服を見て憧れるようになり、海軍に入隊したいと
思いました。海軍に入隊したのは 1981 年です。自分が
保有する資格のおかげで、士官候補生として入隊 
することができました。入隊するやいなや、この仕事
の虜になりました。これが私を成功に導いた鍵となっ
たと考えます。この仕事との相性がよかったのです。
そのため海軍としてのキャリアを積むことがで 
きました。

FORUM: 特殊部隊に惹かれた理由はなんですか？

アリアス：長い道のりでした。通常の任務とは別の 
特別な任務に就いている少人数の部隊について知 
りました。特殊戦や任務を負い限界にまで追い込 
まれることに関心を抱きました。特殊部隊に入隊 
したのは 1986 年です。1 年以内に、ダイビング、 
パラシュート、その他の特殊な訓練を完了しました。
ダイビングやパラシュート等、通常の隊員ができない
ことをするのが非常なやりがいです。これが自分 
にとっての挑戦だからです。船上にて 5 年間勤務 
したのち、海軍特殊部隊の小艦隊の隊長に昇格 
しました。

FORUM: 第一司令官に就任するまでの経歴において、 
重要な経験や出来事について教えて下さい。

アリアス：私は 1995 年に、UNOSOM II として知 
られる国連ソマリア活動の特殊機動部隊の一員となり、
特別任務に就きました。その後 1998 年に、国際連合 
アンゴラ監視団（MONUA）の軍監視団員に抜擢 
され、1 年間務めました。当時、私はまだ少佐か海軍
士官の補佐でした。任務を遂行している間に、攻撃を
受けている鉱山やその周辺の村で少なくとも、4 回の

接近戦に遭遇しました。反乱が最も激しい時期に、 
反乱兵によって子供や女性が犠牲になろうとしていた
際に反撃をしました。なんとかして 20 名の人を救出し
ました。このことで、我が国の国王から 2000 年に、
勇敢さと武勇を称える勲章（Panglima Gagah Berani 
Medal）を授与されました。

FORUM：しかもこれはキャリアの始まりにすぎないですね？

アリアス：特殊部隊では多くの機会に恵まれました。
また、オーストラリア、米国、インドネシアで軍隊 
でのキャリアを継続的に積み上げる機会にも恵まれま
した。自身の勉強を目的に海外へ送られました。例 
えば、2006 年にはロードアイランドの海軍大学校に 
通いました。また 2011 年から 2015 年の約 5 年間、 
クアラルンプールの J3 [作戦]共同部隊の本部長を 
務=めました。任期中に、海洋テロ対策や特殊戦の 
内容領域専門家として各国の国防相と関わる機会 
もいただきました。ランカウイ島で行われた多目的テロ
対策演習や 2015 年のランカウイ海事航空展覧会では、
指揮を執らせていただきました。2016 年に自身の学習 
のために、2 回目のインドネシア訪問を行いインドネ
シア国軍防衛研修所（Lemhannas）に通いました。 
インドネシアから帰国後の 2017 年 6 月に、第一司令官
に昇格し、海軍特殊作戦部隊の司令官にとして指揮 
をとりました。 

FORUM: 現在マレーシア海軍が直面する最も大きな課題
は何でしょうか？

アリアス：我々が今日直面している最大の課題の  
1 つは、艦隊の近代化です。王立マレーシア海軍には、
15 対 5 艦隊変革計画（15-to-5 armada transformation 
plan）があります。この計画は、台頭する環境そして
未来に向けて、我が海軍を老朽化した艦隊から新しい
艦隊へと変革する計画です。15 対 5 艦隊変革計画は、
最重要計画であり、現在15種類ある船舶を 5 種類まで
削減します。つまり、沿岸任務艦、多任務支援艦、 
沿岸戦闘艦、新世代哨戒艦、潜水艦です。

政治や経済課題の変化を受けて、海軍と特殊部隊 

第一司令官王立マレーシア海軍特殊部隊のダト・ 
アヌアル・ビン・ハジ・アリアス（Dato Anuar bin Hj Alias） 
氏は、2019 年 4 月に太平洋地域特別作戦会議 (PASOC) が 
ハワイのホノルルで開催された際に FFORUM 誌インタビュー
に答えてくれました。同氏は、38 年の在任期間の中で、
海軍特殊部隊司令部の司令官や参謀長など、マレーシア
海軍の主要特殊部隊であるパスカン・カース・ラウト 
 （PASKAL）においていくつもの役職を歴任

王立マレーシア海軍
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には多大な圧力を受けています。特殊部隊が 
存在するのは艦隊があるからであり、特殊部隊
の正しい水準を定義しなければなりません。
マレーシアは、とても暑い国で海によって囲
まれています。我が国の国境を守るには 
プラットフォームとなる水準が必要です。 
15 対 5は良い計画ですが、正しく実施されな
ければ、計画通りに船舶が納品されなければ 
老朽化した艦隊の維持コストに影響が出ます。
時として、古い船舶の維持によりコスト 
がかかることもあります。老朽化した艦隊が
コスト高になるのは、旧式機材の価格が高額
だからです。マレーシアの防衛機関が決定を
下すことを考えると、これもまた課題になり
ます。 

船舶の殆どを国内生産するべきだと政府
は主張していますがこれも課題の 1 つです。
しかし自国で自国の潜水艦を生産するという
課題は、我が国にとって好ましいチャレンジ
です。これは正しい判断であり、近隣諸国 
が見習うべき模範になることができます。 
発展途上国、特に南東部の国々にとって、 
国防産業の推進は非常に重要です。独自の 
防衛機器を製造できることに誇りを持 
つことができるということは大切です。 
これは数ある課題の中でも、王立マレーシア
海軍が 2030 年に向けて備える必要のあるも
のです。新しい船舶が配属されて、古い船舶
は役目を終えることになりますが、製造元 
による船舶の納品の遅延が問題となります。 

FORUM: 次の10年に備えて、マレーシア海軍が
取り組むべきことは他にありますか？

アリアス：安全保障の新しい側面は、常に 
活動の場を変えています。ソーシャルメディア
や情報技術によって、大きな変革が起きてる
と考えます。既にソーシャルメディアが重要
な役割を担うようになり、秩序が常に変化し

ています。善良な人にはソーシャルメディア
は有益ですが、良からぬ人々にも利益 
をもたらします。ISIS [イラクとシリアの 
イスラム国]が、ソーシャルメディアを通 
じて要員を募っていたことがその証明 
になります。これからの世代は、新しい 
時代に備えて教育・訓練しなければなりません。
サイバー戦争は、今日私たちが目にしている
ものとはまったく異なります。新たな技術 
について軍隊を教育しなければなりません。
これについてはサイバー部隊が必要となります。
戦地へ赴く前に、サイバー部隊が役割を担 
います。サイバー部隊は、情報戦争と組み合
わせてこのような戦いをしていくでしょう。
現在でも、人々は情報と知的情報とを混同 
して事実や真実があやふやな状態で決断を 
下すことがあります。

FORUM: 第一司令官としての目標について教 
えてもらえますか？

アリアス：任期中、PASKAL を世界に宣伝す
るために最善の努力をしてきました。2018 年
には、マレーシア海軍長官の承認と私自身承
諾によって、映画制作の顧問を務めました。
制作会社が私のところへ来て、映画 PASKAL
に、アンゴラでの私自身の話を盛り込みまし
た。Netflix で見ることができます。私は同映
画の制作をサポートしました。PASKAL の
存在を世界に広めるためです。マレーシア軍
のみならず、マレーシア国外にとっても非常
にためになることです。これは活動の1つで
あり、なぜ我々が常に多くの課題に直面して
いるかを描いています。すべてが計画どおり
に進むわけではありませんが、なんとかなり
ます。 

FORUM: インド太平洋地域の今後の安全保障 
について、最大の懸念事項は何でしょうか

アリアス：南シナ海と、資源について所有権 
を主張する中国です。アメリカの懸念事項
は、アジアの均衡へと変わりつつあります。
米中という 2 つの大国間で戦略のぶつかり合 
いが起こり、他国の軍隊が板挟みになります。
今後インド太平洋地域において、国境紛争が
最大の懸念事項となるでしょう。国際社会 
における、南沙諸島と南シナ海です。 
これらの地域は、身代金目的の誘拐、海賊、
不法移民、サバ州の問題など、東サバ州 
の地域にとっては気になるところです。
PASKAL 第 1部隊は、マレーシア西部の問題
に対処しています。PASKAL 第 2 部隊は、 
私の部隊と直接連携してサバ州東部での 
海賊対策に従事しています。 

FORUM: 同地域の安全保障問題について、 
多国間連携が重要だと思いますか？ 
またその理由をお聞かせください。

搭乗訓練に参加 
する王立マレーシア 
海軍特殊部隊 
王立マレーシア海軍
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アリアス：多国間の連携は重要だと思 
います。多くの課題は普遍的なものだと 
考えています。国際的に転用、応用 
できるモデルを作り上げることが重要 
です。平和を求める国々は、関係国間 
で相互に利益のある解決策に取り組 
まないといけません。その地域の 
安全保障に対する最善の多国間連携を 
可能にするには、関係国が互いを信頼し、 
理解し合うことが大切です。

FORUM: 発展するインド太平洋地域の主権 
の定義についてどのようなお考 
えですか？

アリアス：国によって主権の定義は異 
なります。各国の利益と優先事項、 
そして政府がどのように機能するかによ
って変わってきます。国によって条件 
も変わってきます。

我々には柔軟性と、信頼、そして 
自信が求められます。自由で開かれた 
インド太平洋地域への取り組みには賛同
します。この地域のほとんどの国が小国
であり、国力の大きな国家と協力するべ
きです。 

潜在的な脅威となる活動を抑制するには、
協力しあって対処する方法が必要となっ

クアラルンプール
の国民の日に 
参加する、王立 
マレーシア海軍特
殊部隊（PASKAL）
の隊員
AFP/GETTY 画像

てきます。北朝鮮や過激派の脅威など 
潜在的な不安定要素がある限り、国家間が
連携して主権を守っていかなければなりま
せん。 

FORUM: PASOC などの会議の価値についてどの
ようにお考えですか？

アリアス：招待された人たちは、「主権の
回復力」というテーマと、それぞれの国 
での現在の関わり方に基づいて特別に選 
ばれた方達だと思います。そのため、 
この場で自分の考えを発信できればと思 
います。私は政策について決定を下すもの
としてここにいるわけではありません。 
命令に従う立場です。しかしここではある
程度の自由が許されています。自分たちの
考えを発表することができます。私達の考
えが検討に値し、活発な議論のきっかけに
なるかもしれません。私達は良き兵士 
でありたいと思っています。この会議には
世界各国からの特殊部隊が集います。お互
いを知るよい機会です。この会議でタイ 
特殊部隊の司令官と始めてお目にかかりま
した。これが PASOC の魅力です。同司令官
は、隣国の方ですがお会いするのは初 
めてです。充実した議論を展開できるいい
機会だと思います。  o
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文化と習慣IPDF

日本の鵜匠が

古代技法
鵜飼の
を守りつづける
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漆黒の闇夜に、西日本の岐阜
県では、川沿いで火が燃
え、数人の男たちが 1,300
年以上も前から続く儀式に
備えている。その儀式とは

鵜飼である。
伝統的な衣装を身にまとい、まるで別

の時代からきたかのようである。男たちは、
紐で結ばれた自らの鵜を操り人形のように
手繰る。

日本で「鵜飼」 として知られている彼
らの仕事は、かつてはアジアや世界各地の
水辺の村や町でよくみられた。鵜飼は何世 
紀もの間に徐々に衰退し、今では観光名 
所として、また、国の文化遺産のうち慎重
に保護された一部として、日本に存続して
いる。

杉山秀二さんは、46 歳で、岐阜県で 
一番若い鵜飼師、すなわち「鵜匠」となっ
ている。この国家資格者はわずか 9 人 
であり、そのうちの1人である。見たところ、
仲間の漁師の雑談に邪魔されずに、長良川
の真っ黒な水辺の岩に静かに座っている。

 「鵜飼ができるのは、人と鵜が共に生き
ているからなのです」と、彼は言う。

この職業は何世紀も前は盛んであったが、 
1890 年に宮内庁が鵜匠に国家資格を付与し
始めたころまでに、この技芸はすでに衰退
していた。現在、日本には数十人の鵜匠 
がいるが、2018 年末にはわずか 9 人が 
国家資格を持つだけとなり、年間 8 回漁獲物
を宮内庁に運び、月 8,000 円(71 米ドル) 
という象徴的な俸給を受けている。

この様式は営利企業ではない。鵜匠は、 
この職を観光の目玉にしている地方自治体
からの補助金に頼っており、鵜飼が 
国際連合教育科学文化機関 (UNESCO)
の世界遺産リストに登録される日が来 
ることを願っている。

 「鵜飼は、岐阜市内で最大の観光客の呼
びものだ」と、地域観光課長の多田和弘さ
んは言う。「年間 10 万を超える人が見に
訪れ、その数は増え続けている」と。

杉山さんは父親からこの仕事を引き継
ぎ、2002 年に正式な鵜匠の資格を取得 
するまで、ともにこの漁法を行った。

主要な観光客の呼びもの
彼の家族は 5 世代にわたり、この独特の 
漁法を実践している。この漁法は、かつては

ヨーロッパなどに存在していたが、今継続
しているのは主に中国と日本である。

この仕事は、並外れた時間にわたる 
忍耐が必要である。つまり、この漁法は 
日没後に行われ、鵜匠は舟に吊られた炎灯
を使用して、魚を水面下におびき寄せる。
漁期は5月から 10 月までしかないが、 
それぞれの漁師の鵜は 1 年を通して日々 
の世話が必要だ。

毎年秋になると、新しい鳥が東京都北部 
に位置する茨城県を渡る間に捕獲され、 
この鳥を訓練しなければならない。 
そしてこのプロセスには約 3 年がかかる。

「たいてい 10 羽くらいの鳥を漁法用に
捕獲し、捕獲した新しい鳥を群れに入 
れると、古い鳥たちを真似して漁法を学 
びます」と、杉山さんは話す。

未来への希望
漁師は伝統的な衣装を着用する。その衣装
とは、ランプの灰から身を守る青いシャツ
と球根状の帽子、水や寒さを防ぐ長い麦 
わらのスカート、滑らないように踵が露出
したサンダルだ。

燃え立つ松明を舟にぶら下げて、 
アユと呼ばれる小さなマスを誘き寄せ、 
引きによって舟の出る順番が決まる。

鵜はロープで結ばれ、漁師は鵜それぞ
れの喉に紐を結んで、鵜が獲物を食べない
ようにする、紐の輪は、鳥が小魚を食 
べるのに十分な空間を残しており、夜の 
漁獲が完了すると外される。

鳥は熟練した漁師であり、鋭いくちば
しで獲物を即座に殺す。

一匹の鳥が魚とともに浮き上がってく
ると、鵜匠はその魚を鳥の食道から抜き 
出し、鳥を水中に送り返す。

漁獲のピーク時には、鳥の鳴き声や、
漁師の叫び声、船員が舟の側面を棒でコツ
コツとリズミカルに叩く音で、辺りがいっ
ぱいになる。それぞれの舟に乗った観光客
が、漁師の周りに浮かび、写真を撮る。

シーズンの終わりには、杉山さんは少
し休めるようになるが、すぐに休日を取 
ろうとはしない。「私には、まだ小学校に
通っている息子がいます。息子は私の仕事
に興味を持ち始めたように感じています」
と、彼は言った。「息子は毎日鵜とともに
私を見ています。いつか私の代わりになる
ことを願っています」と。フランス通信社

鵜匠である杉山秀二さんは、伝統的な「鵜飼」の衣装を着てポーズをとる。ランプの灰から身
を守る青い着物と球根のような帽子、水や寒さを防ぐ長い麦わらのスカートだ。AFP/GETTY IMAGES
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英国の科学者たちは、研究室で培養した 
ニワトリの細胞において、鳥インフルエンザ 
が広がることを阻止するために、遺伝子編集技術 

を使ってきた。これは、ヒトインフルエンザの大流行を
阻止できる遺伝子組み換えニワトリを作るための重要な
ステップである。

鳥インフルエンザウイルスは、野鳥や家禽に急速に広
がり、時には人に感染することもある。鳥インフルエンザ
が、人と人の間を簡単に行き来できる致死性の高い空気感
染型に突然変異することによって、ヒトインフルエンザが
大流行してしまうことは、依然として世界の保健・感染症
専門家の最大の懸念の1 つである。

最新の研究では、インペリアル・カレッジ・ロンド
ン （Imperial College London）とエディンバラ大学のロスリ
ン研究所の研究者たちが、研究室で培養した細胞の中からニ

ワトリの DNA の一部を取り出し、鳥
インフルエンザウイルスが細胞内に定
着して複製されるのを防ぐことに成功
した。

研究を共同で主導したロスリン研
究所のマイク・マクグルー氏  （Mike 
McGrew）によると、次のステップ
は、同じ遺伝子変化を持つニワトリ
を作ることだという。 「次のステップ
に進む前に、DNA の変化が鳥の細胞
に他の影響を与えるかどうかを調べ
る必要があります。」

研究チームは今後、CRISPR と
呼ばれる遺伝子編集技術を使っ
て、ANP32 と呼ばれる、全てのイン
フルエンザウイルスをウイルス保持

者に感染させてしまうタンパク質を産生する鳥のDNA の一
部を除去したいと考えている。

その遺伝子を欠損させた細胞の実験では、インフルエンザ
ウイルスに抵抗することが示された。インフルエンザウイル
スの侵入が阻止され、複製と拡散が阻止されたのである。

H1N1 亜型によって引き起こされ、比較的軽度と考えら
れていた 2009-10 年の最後のインフルエンザ大流行における
死亡者数は、世界中で約 50万人であった。歴史的な 1918 年
のスペイン風邪では約 5000 万人が死亡した。

マクグルー氏と共に働いた、インペリアル・カレッジ 
・ロンドンのインフルエンザウイルス学の教授であり 
学部長のウェンディ・バークレイ（Wendy Barclay）博士
は、遺伝子編集でインフルエンザに耐性を持つニワトリを
開発する背景にある考えは、「次のインフルエンザの大流
行を根絶することである。」と述べた。ロイター

シンガポールは東南アジアの小さな都市国家であり、農業の 
変革を必要としているようには見えない。
しかし 560 万人の人々を養うための輸入依存から脱却 

すべく、階層化された養魚場、オフィスビルの上に作られた 
野菜畑、実験室で育てられたエビなどにより、シンガポールは
独自の食糧生産量の増加を目指している。
シンガポールは、約 10％ の食料を自国で生産しており、 

 「30-by-30」として知られる計画のもと、自国の食料生産率を
2030 年までに約 30％ までに引き上げようとしている。
問題となるのはスペースである。シンガポールの 724 平方 

キロメートルの土地のわずか 1％ が農業に充てられており、 
生産コストは東南アジアの他の地域よりも高くつく。政府の 
 「少ない資源でより多くの生産」という呼びかけに、新しい 
都市在住の農民たちは応えようとしている。
 「シンガポールで食料安全保障について話すときはいつでも、 

土地ではなくスペースを考えろと話します。スペースは縦方向
にも横方向にも拡張できます。」と、農業を専門とする南洋理
工大学の教授ポール・トゥォン（Paul Teng）博士はいう。
サステニア・アグリカルチャ（Sustenir Agriculture）社は、 

シンガポールの 30 を超える垂直型農場の 1 つであり、3年 
でいわゆるスカイファーム (sky farm) を 2 倍に増やした。
水耕農園では、人工照明の下、屋内でケールやプチトマト、 

イチゴなどの外来種が栽培され、地元のスーパーマーケットや
食料品店に販売されている。
サステニア社は、2018 年にシンガポールの投資会社テマセク 

 （Temasek）社やオーストラリアのグロック・ベンチャーズ 
 （Grok Ventures）社などから 1600 万米ドルの融資を受けた。この
融資によって、シンガポール国内での拡張と、香港への進出を
目指している。
テマセク社はまた、8 階建ての高度に自動化された養魚場

を建設する、アポロ・アクアカルチャー・グループ（Apollo 
Aquaculture Group）社にも融資を行っている。アポロ社によると、 
この新しい養魚場によって年間 110 トンの魚の生産量を 20倍 
以上に増やすとしている。

2019 年 3 月に初めて発表された 30-by-30 計画についてシンガポール
は合計額を示していないが、様々な資金調達の計画がある。 
テマセク社以外にも、政府は食品の研究開発に 1 億 600 万米 
ドル、農業企業が生産量増加のために使用するテクノロジーに
4600 万米ドルの予算を立てている。また 2021 年半ばまでに、 
18 ヘクタールの屋内植物生産向上と昆虫農場の建設を予定して
いる。ロイター

革命食品
シンガポールの

鳥インフルエンザ
に耐性を持つニワ
トリを作るために
遺伝子を操作する
科学者たち
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界保健機関（WHO） 
によると、紛争地帯の 
人々は5人に 1 人の割合で
鬱病、不安、心的外傷後

ストレス、双極性障害または 
統合失調症を患っており、 
多くの方が深刻な心の病に苦 
しんでいる。

この調査結果は、アフガニ 
スタン、イラク、南スーダン、 
シリア、イエメンなどの国々 
において戦争が引き起こした危機の
長期的な影響を浮き彫りにしてい
ると国連保健機関は述べており、
その数は平常時の 14 人に 1 人の 
割合と比較してかなり多い。

 「多くの方々が困窮しており、
この苦しみを軽減することが人道
上不可欠であることを考えると、
早急に拡張性のある心のサポート
を実施し、この問題に対処しなけ
ればなりません。」と調査団は 
コメントしている。

WHO チームの精神衛生専門家
であるマーク・ファン・オメレン
(Mark van Ommeren)氏は、この 
調査結果によって「紛争とその 
余波で生活する人々が心理的 
および心理社会的な支援を受 

けられる迅速かつ持続的な投資 
の議論が重要視される。」と述 
べた。

2016 年、37 カ国で 53 件の武力
紛争が発生し、世界人口の 12% が
紛争地帯に住んでいるとの国連の
統計が表している。第二次世界大

戦以降、世界で約 6900 万人の人々
が戦争と暴力から逃れることを 
余儀なくされている。

ザ・ランセット（The Lancet）
医学ジャーナルに掲載された
WHO の紛争と精神衛生の調査
は、WHO、オーストラリアの 
クイーンズランド大学、米国の 
ワシントン大学とハーバード大学
の衛生基準・評価研究所（Institute 

for Health Metrics and Evaluation） 
によって行われた。

同調査では、1980 年から 2017
年の間に発表された 129 の研究と
39 ヵ国のデータを分析した。

過去 10 年間に紛争があった 
地域も含み、精神疾患を軽度、 
中等度、重度に分類して調査が行
われた。自然災害やエボラ出血熱
などの公衆衛生上の緊急事態は 
調査対象から除外されている。

全体的に紛争地帯における 
平均有病率は軽度の精神疾患が 
最も高く、13% であった。武力紛
争地帯で生活する人々の約 4% 
が中程度の精神疾患を患っており、
重度の精神疾患については、 
有病率が 5% であった。

また、この調査によって紛争時
の抑鬱症および不安神経症の割合
は年齢とともに増加し、鬱病 
については男性よりも女性によく
見られる傾向にあることがわか 
った。

この調査は、WHO、 
クイーンズランド州保健局、 
および、ビル&メリンダ・ 
ゲイツ財団から資金提供を受 
けている。ロイター

今後の期待IPDF

及ぼす 
心理的影響

世

2017 年 9 月、ラッカ郊外の難民
キャンプに向かうデリゾール 
からのシリア人難民。GETTY IMAGES

紛争地帯の日々が

2016 年、37 カ国で 53 件の
武力紛争が発生し、 

世界人口の 12% が紛争地
帯に住んでいる。
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健康と医学IPDF

米国退役軍人省によると、近年のイラクおよび 
アフガニスタンにおける紛争の米国退役軍人 
の11% から 20% が毎年心的外傷後ストレス

障害 (PTSD) と診断されている。イラク、ペルシャ
湾、ベトナム戦争を含む近年の紛争からの退役軍人
における PTSDの生涯有病率は、一般人口の約7％
と比較して 30.9％ と高くなっている。兵士の PTSD 
には、非戦闘経験から生じるものも少なくない。

米国国防総省と米国陸軍調査局は、PTSD を患 
っている、または PTSD を患う可能性の高い兵士の 
大集団を迅速にスクリーニングする血液検査の 
研究開発を支援しており、これまでのところ、 
その結果は有望であると 2019 年 9 月に学術誌
Molecular Psychiatry 誌が報じている。

医師による兵士の PTSD 診断を補助するために、 
主要な医科大学と米国陸軍医学研究開発司令部
(USAMRDC) の研究者たちが共同で研究を行 
っている。研究チームは、PTSD によって引き起 
こされる生理学的変化の可能性のある血液マーカー
100 万個の膨大なリストを分類した。人工知能と 
機械学習のソフトを部分的に使用してパターンを 

解読し、心拍数の測定値と組み合わせることによって
検出できる可能性のある 27 の化学的インジケータを
割り出した。

 「陸軍が懸念するのは、兵士は自ら報告をためらう 
傾向にあり、PTSD 患者になるのを嫌がることだ。」 
と、USAMRDC のシステム生物学のマルティ・ 
ジェット（Marti Jett）主任研究員は ザ・ウォール
ストリート・ジャーナル（The Wall Street Journal） 
紙に語った。「これらの問題を早期に修正すること
ができれば、重要な懸念事項である自己孤立を早期
に回避できる。」

このスクリーニング法はこれまでのところ約 77% 
の精度が証明されているが、広く使用するにはさら
なる改良と米国食品医薬品局 (FDA) の承認が必要 
となる。FDA の承認が得られれば、診断にこの検査
を臨床検査と組み合わせて使用することができる。 

 「この一連の研究は、臨床医に取って代わるも
のでも、詳細な臨床評価に取って代わるものでも
ない。」とニューヨーク大学医学部精神医学部長
で上級研究著者のチャールズ・マルマー（Charles 
Marmar）博士はザ・ウォールストリート・ 

ジャーナル紙に述べている。
「私達がこの開発に携 
わったのは高スループット
スクリーニングを可能 
にするためである。」 
という。

さらなる改善によって、
この検査を PTSD にかか
りやすい個人の識別にも
利用できる。マルマー氏の
説明によると、研究チーム
は、FDA の承認を得る前
に、大規模な軍および 
民間人を対象にこの検査 
を実施する。「民間の 
状況においた、災害、 
性的暴行、労働災害 
などの被害者で、 
これらの同じマーカー 
を検証する試みがある。」 
とサイエンティフィック 
・アメリカン（Sientific 
American）誌に語った。

介助犬との絆を深める心的外傷後 
ストレス障害 (PTSD) に苦しむ 
米陸軍退役軍人   AP 通信

新たな血液検査が兵士の PTSD を検出可能に
FORUM スタッフ
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新たな血液検査が兵士の PTSD を検出可能に

最後の写真IPDF

2019 年 8 月 3 日、フィジーのサブサブで行われた都市型訓練で、煙の中を戦術的に移動するフィジー 
歩兵第 3 大隊の兵士たち。同訓練は、米国陸軍とフィジー共和国軍との共同訓練 「2019 年 
カートホイール演習（Exercise Cartwheel 2019）」 の一環として行われた。カートホイール演習は、 
自由で開かれたインド太平洋地域の軍隊の強度と安全性の両方を強化するように設計されている。

写真：第一等軍曹ホイットニー C．ヒューストン (WHITNEY C. HOUSTON) | 米国陸軍

煙幕
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